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FFGのお取引先企業をご紹介します。�

に聞く�

株式会社柏木興産

代表取締役社長 柏木 武春氏

取引店 福岡銀行 行橋支店

火乃国食品工業株式会社

代表取締役社長 緒方 陽一氏

取引店 熊本ファミリー銀行 松橋支店

松浦水産株式会社

代表取締役 峯元 統征氏

取引店 親和銀行 松浦支店

頭取の企業訪問
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ゼロからのスタートで社会貢献へ
－当社は、１９５７年に父・武美が
行橋市内にコンクリートの二次製
品工場を設立したのが始まりとな
ります。創業当時の父は、コンク
リートに関しては全くの素人で、
まさに「ゼロからのスタート」で
した。セメントと砂・砕石をス
コップで混ぜて製品をつくり、自
ら売るという地道な手法でスター
トし、北部九州を中心に幅広い人
脈を築きあげました。現在では、
関連会社を含め生コンクリート工
場を３工場、コンクリート二次製
品工場を２工場所有し、県内では
最大規模のコンクリート製造企業
に成長しました。
当社は、「人と環境に優しいコ
ンクリートづくりを目指す」を標
榜し、先進のコンクリート造りを
通して、地域社会の発展をめざし
て邁進してまいりました。その思
いの強さから、地元行橋のために
貢献したいと会社を退いた父は、
行橋市長を３期務め、地域の発展
にも尽力いたしました。

コンクリートの新たな可能性を
拓く

－コンクリートは、中身が見えな
いため、品質の管理と品質の均一
化が強く必要とされる構造物です。
当社では優れた技術力に起因した
厳しい品質管理に取り組んでおり、
その中でもＪＩＳ規格外である高
強度コンクリートについては、建
築基準法による大臣認定を西日本
で最初に取得いたしました。
また先進的なコンクリートに対
する研究開発にも積極的に取り組
み、昨年には、腐食に強く、高耐
久で長寿命のハイブリッドコンク
リートである「ポゾレジストコン
クリート」を開発しました。これ
は主原料であるセメントに、鉄鋼
製造過程で発生する「高炉スラ
グ」や石炭を燃焼させたときに生
じる「フライアッシュ」（石炭灰）
など、かつて産業廃棄物となって
いた副産物を７５％以上も混合し
たものです。産業副産物を有効利
用するため環境に優しく、セメン
ト使用量の削減によって、大幅な
ＣＯ２削減効果をもたらします。
さらに、産業副産物はコンクリー
トとの相性がよく、耐酸性は普通
コンクリートの１０倍、耐塩性は
２倍、さらに乾燥収縮によるひび
割れを低減できるなど、優位性の
高い製品となっています。
これまで使用が困難であった有
明海などの泥炭層地帯や旧産炭地、
硫化水素濃度が高く腐食が発生す
る下水管や塩害対策が必要な海岸

部、九州に多い火山地帯や温泉地
帯などでも使用が可能となります。

産学官連携によるイノベーション
－「ハイブリッドコンクリート」
の開発は、福岡県産業科学技術振
興財団において３年間の産学官共
同開発研究の後、沼田氏（元西日
本工業大学教授）、松下氏（九州大
学名誉教授）、武若氏（鹿児島大学
教授）の指導のもと１０年間の研究
期間を経て、商品化に成功したも
のです。現在は苅田本港において、
鹿児島大学と製品の塩分浸透暴露
試験を継続しています。昨年７月
には国土交通省の新技術情報提供
システム（ＮＥＴＩＳ）にも登録さ
れました。今後は下水道事業団新
技術推進機構の建設技術審査証明
取得に向けて準備を進める予定で
す。
コンクリートは都市基盤として
長い期間使っていくものです。実
験を重ねながら、さらに本製品の
優位性を明確にし、普及・拡販に
努めていきたいと考えています。

暮らしに欠かせない資材を
最高の品質で提供
－コンクリートメーカーとして蓄
積した技術を住宅分野にも活かし
て行きたいとの思いから、建築資
材の開発にも注力しています。
近年、土地不足から軟弱地盤を
造成した土地に建築される一般住

株式会社柏木興産
代表取締役社長

柏木 武春氏
■創 業：１９５７年２月 ■設 立：１９６５年１０月
■所 在 地：福岡県行橋市 ■資 本 金：３５百万円
■従 業 員：１３４名
■事業内容：生コンクリート、コンクリート二次製品、建設資材一式の

製造販売
■営業拠点：行橋市（本社）、京都郡みやこ町・北九州市・福岡市・

久留米市（営業所）、京都郡みやこ町・行橋市・
京都郡苅田町（工場）
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宅が増えていますが、僅か数年で
基礎の不同沈下により傾き、破損
した家を多く見かけます。このよ
うな住宅向けの対策として、一般
住宅及び軽量土木構造物用に最適
なプレキャスト工法によるＨ型杭
の取り扱いを開始しました。
この杭は、Ｈ型断面の為、従来
の円筒杭と比べて周面摩擦が大き
くなる特性を活かして、地盤の先
端抵抗と周面摩擦力で建物を強い
強度で支えることができます。ま
た当社のＪＩＳ認定工場で生産さ
れているため品質管理が徹底され
ていることに加えて、当社の技術
スタッフが地盤調査・設計施工管
理まで責任をもってトータル管理
しています。大手ハウスメーカー
にも採用され、コンクリートメー
カーならではの配慮が、人と環境
への安心の住まいづくりにも貢献
しています。

つねに未来をみつめ、
新たな時代への挑戦を
－現在、「コンクリートから人へ」

という言葉に象徴されるように、
私たちコンクリート製品の需要は
年々減少傾向にあります。しかし
ながら当社の技術は、コンクリー
トの可能性を広げるだけでなく、
新たな時代のニーズを先取りした
優位性のある製品として活かされ
ていると自負しています。その中
で、産学官で生み出した「高度な
製品技術」そして品質管理への「飽
くなき追求」を武器に、社会環境
の変化や時代のニーズをいち早く
捉えた業界のリーディングカンパ
ニーとしてあり続けていきたいと
考えています。
コンクリートは一見シャープで
無機質な印象ですが、カタチや見
る人によって様々に表情を変える
「夢のある製品」であると思って
います。ビル、工場、そして橋梁
など当社のコンクリート製品は今
もカタチを変え、街を構成してい
ます。今後もお客様に愛される企
業として、地域社会に貢献できる
企業を目指してまいります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

時代の流れと共に、コンク
リートのニーズは変化し多様化
しています。このような厳しい
環境の中、当社が目指している
「人と環境に優しいコンクリー
トづくり」は、まさに地域社会
に根付いた取り組みとして、お
客様からの絶大なる信頼を勝ち
得ていることと思います。当社
の「高度な製品技術」を武器に
地球環境との融和を実践され、
環境創造企業として益々ご発展
されることを祈念いたします。

節丸工場（京都郡みやこ町） 視察の様子 左から田中支店長、柏木社長、谷頭取、沖副会長、菊次常務

１０％硫酸溶液に５６日間浸漬した供試体

苅田港における暴露実験の様子 ポゾレジストコンクリート 普通コンクリート 即脱マシーン
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良質な水と地元のもち米を使って
白玉粉生産を開始
－当社は私の祖父である緒方立造
が、１９１０年（明治４３年）に合資会
社清泉商会として創業したのが始
まりです。当地熊本県小川町（現
宇城市）付近の八代平野では、現
在、ハウス栽培での野菜づくりな
どが盛んですが、その当時はもち
米など穀類の生産が盛んでした。
加えて、九州山系からの良質な伏
流水が豊富であり、これらを原料
として白玉粉の製造が始められま
した。
現在の社名である火乃国食品工
業となったのは、５９年（昭和３４年）
に当社を含めた地元３社が企業合
同（熊本県第１号）により合併（そ
の後さらに１社が合併）してから
です。昨年、会社設立５０周年を
迎え、さらに今年は創業からちょ
うど１００周年の記念すべき年にあ
たります。

「水」と「製法」への
徹底したこだわり
－当社が主力として生産している

白玉粉は、寒ざらしとも呼ばれ白
玉団子の原料でその製法は大変シ
ンプルです。水洗いしたもち米を
冷水で一夜さらして、水とともに
臼で挽き、液状になったものを脱
水し、整形したものをサイコロ状
に裁断し乾燥させると白玉粉の完
成です。このような製造工程です
から、「水」と「米」と「製法」
によって、製造される白玉粉の品
質はほぼ決定されます。
当社は地元産のもち米を使い、
「水」と「製法」には徹底的にこ
だわっています。水は、地下１５０
�から硬い岩盤層の下を流れてい
る九州山系の良質な伏流水を汲み
上げて使用しています。そのまま
使用できるレベルの純度ですが、
さらにろ過装置を通し、安心して
使用できるようにしています。
製法については昔ながらの臼挽
き製法を用い、衛生管理面では認
定を受けている有機加工食品分野
のＪＡＳ規格基準に則って製造を
行っています。
こうした製品づくりが認められ、
現在は白玉粉の九州トップメー
カーとして、九州一円のほか、四
国、中国、関西方面で販売活動を
展開するなど、当社「清泉」ブラ
ンドは全国上位３社の１つとして
認められるまでになっています。

証券会社を辞して熊本へ
－父が社長を務めていた１９７７年
（昭和５２年）、当社に入社するた
め大学を卒業後、それまで勤務し
ていた証券会社を辞し、熊本に
帰ってきました。
その当時、当社には４社合併の
経緯から合議的な決裁を重んずる
社風が色濃く残っていましたが、
証券会社勤務で培った物事を客観
的に捉える目で、様々な改革に取
り組んできました。
改革の１つとして取り組んだの
が、当社を全国レベルの企業とす
ることです。その手始めとして、
専務時代の９５年（平成７年）に神
戸出張所を開設しました。開設予
定日のほんの数日前に阪神・淡路
大震災が発生したため、しばらく
開設は延びましたが、かねてから
の念願であった事務所であり２ヵ
月後の３月に開設しました。その
後の関西マーケットの開拓により
売上高は大きく伸び、熊本県を中
心に九州に偏っていた売上構成比
の改善に繋がるなど、全社的な経
営躍進のきっかけとなりました。

逆風下での代表者就任を
新工場稼動で乗り切る
－経営トップへ就任したのは２０００
年（平成１２年）４月でした。衛生
管理面の向上と包装工程の作業効
率化を目的として、最新の包装工

火乃国食品工業株式会社
代表取締役社長

緒方 陽一氏
■創 業：１９１０年 ■設 立：１９５９年１１月
■所 在 地：熊本県宇城市 ■資 本 金：４，５６０万円
■従 業 員：４７名
■事業内容：白玉粉・冷凍白玉・きな粉・団子粉・片栗粉・包装餅など

和菓子加工材料の製造
■営業拠点：熊本県宇城市（本社・工場）、神戸市（神戸出張所）
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場と新社屋の建設に着手しており、
ちょうどこの年に完成しました。
ただ、その後２年の間に地元の大
手取引先２社が倒産したため、売
上が激減するなど、逆風下での船
出となりました。しかし、衛生管
理を強化した新工場の稼動は、製
造工程の安全性の徹底を求める取
引先からの信頼を高めることとな
り、新規取引の増加などで売上減
少を凌ぐことができました。また、
２００３年には「使い易さ」という
消費者からのニーズに応えるべく、
「冷凍白玉」工場を本社に隣接し
て建設し、その販売促進に取り組
んでいます。

商道徳を愚直に守りながら古くて
新しいデザートの食材を提案
－これまで私が心がけてきたこと
は、商道徳を守るということです。
言い換えると時間の節約、高品質
（美味しさ）、健康志向をキーワー
ドとして、厳選された材料で良い

製品を効率的に作り、適正価格で
お客様に提供することです。この
ように愚直に貫いてきた姿勢を、
お客様はあらためて評価くださっ
ていると感じています。
今後の展開ですが、白玉粉の消
費拡大に、メーカーとして一段と
努力していきたいと考えています。
「氷白玉」や「みつ豆」などに加
え、白玉粉を和の要素を持ったデ
ザートの食材として、積極的に情
報発信して参ります。私どもの地
盤である九州においても、古くて
新しい食材としての開拓の余地は
十分にあると捉えており、九州の
皆様に対しても、当社の白玉粉を
使ったデザートを積極的に広めて
いきたいと考えています。
これからも「お客様のニーズに
応えること」、そして「製品の品
質にこだわること」を基本姿勢に
持ち続け、お客様のお役に立てる
会社となるための努力を続けて参
ります。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 鈴木 元

時代が変化するさなか、老舗
企業の経営のバトンを受けとら
れたご苦労は、並大抵のことで
なかったと推察いたします。神
戸出張所開設や新工場建設など、
会社の進路を決定づける判断を
的確に下された経営感覚には感
服しました。
甘党である私が、当社の白玉
粉は日本一であると太鼓判を押
します。日本の伝統的な食材を、
時代のニーズを捉えた新しいデ
ザートの材料として提案してい
くことは、当社のさらなる発展
に繋がると確信しています。

本社・工場 本社内のアンテナショップ創業以来使用してきた水源

白玉入りぜんざい 白玉粉「清泉」 本社前にて、永尾支店長、鷲尾専務、緒方社長、
鈴木頭取
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当社の歴史～設立から再建まで～
－当社の設立は、１９７６（昭和５１）
年に養殖と飼料の生産販売を目的
として地元の養殖業者１０社が発
起人となったことに始まります。
それまでは実家が漁業を営んで
いたこともあり、「豊かな海で暮
らす漁師の勇ましさ」に憧れ、１９６１
（昭和３６）年に地元の漁協に就職
しました。
ちょうどその頃、「獲る漁業」
から「育てる漁業」へ政策転換が
始まっていたこともあって、ここ
松浦地区でも養殖が主流となり、
養殖業者も７０社を超え、年間の
生産高は全国有数の規模を誇るほ
どになっていました。
当時、漁協の養殖部門にいた私
は、担当者会議や研修会などに足
を運ぶうちに「漁協による一括管
理体制」での魚の販売ルートや魚
価、あるいは餌などについての情
報収集力について限界を感じてお
り、競争力を持たなければ負けて
しまうとの危機感を抱いたことか
ら、養殖業者のグループ化を提唱
し、賛同してもらった複数の業者
との共同出資によって１９７６（昭和
５１）年「松浦水産株式会社」を設

立しました。
設立当初は順調に推移していた
業績も、魚価の低迷から次第に悪
化し始め、１９９１（平成３）年５月
には４億円超の不良債権を抱えて
経営が行き詰まりました。しかし、
当時専務だった私が全株式を引き
受けて社長に就任し、再建に向け
た新たなスタートを切りました。
社長就任後は、とにかく無我夢
中で働きました。その甲斐もあっ
て、徐々にではありますが、急速
冷凍庫の増設に始まり、自社配合
飼料工場や陸上養殖場、製氷工場、
加工センターなどの設備投資も出
来るほどまでに回復してきました。

味と質を極めるこだわり
－当社は養殖業者であると同時に
配合飼料メーカーでもありますの
で、養殖用の固形飼料の開発にも
積極的に取り組んでいます。開発
当初は試行錯誤の連続でしたが、
松浦港で水揚げされる新鮮なア
ジ・サバ・イワシなどの生餌に高
鮮度の魚粉や魚油を加えて作る固
形飼料を開発したところ、ブリの
成魚への効果はもちろん、ブリの
幼魚（モジャコ）へ与えた場合も、
生存率がほぼ１００％まで向上し、
養殖業者の方々からも高い評価を
頂いています。

安全・安心・美味な魚をお客様へ
届けたいとの思い
－安全・安心・美味な魚をお客様
へお届けしたいとの思いからたど

り着いたのが、養殖、餌、水揚げ、
加工、販売のすべてを当社グルー
プ内で行う「ぶり養殖インテグ
レーションシステム（一貫統合体
制）」です。このシステムを開発
したことで、生産履歴の把握、公
開が可能となり、お客様へ安全と
安心を提供できるようになりまし
た。
当社の主力ブランドである「寒
ぶり仕立て」では、一匹ごとに餌
から販売までの過程を記録した
「生産履歴証明書」を発行してい
ます。
また、自社で開発・製造した

１００％天然素材使用の配合飼料を
与えることで、旬の天然「氷見（ひ
み：富山県）の寒ぶり」に肉薄する
美味しさを一年中お客様へ提供す
ることが出来るようになりました。
また、味だけでなく鮮度につい
ても気を配っています。いけすか
ら水揚げした直後に活〆、エラ切
り、血抜きを行い、船倉の氷水に
漬け込みます。岸壁に戻り次第、
紫外線殺菌した海水で洗浄し、再
び氷水で芯まで冷やし込んだ後加
工しますが、いけすから揚がって
加工までの時間はわずか２～３時
間と短時間で作業しています。美
味しさの秘訣は「飼料」と「鮮度」
が一体となって初めて生み出され
る当社の技術力によるものである
と自負しています。
更に、当社ではとらふぐを陸上
のいけすで養殖し、「陸上養殖と
らふぐ」ブランドで出荷を行って

松浦水産株式会社
代表取締役

峯元 統征氏
■創 業：１９７６年 ■設 立：１９７６年
■所 在 地：長崎県松浦市 ■資 本 金：６０百万円
■従 業 員：７０名
■事業内容：養魚加工、活魚・鮮魚販売、配合飼料製造、冷凍・冷蔵保

管事業等
■営業拠点：松浦市（本社・工場）、佐世保市・大分県佐伯市（関連会社）
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います。
陸上養殖のメリットは、魚体管
理が海上より容易であり、万が一
異常を発見した場合でも迅速な対
応が可能であるという点です。ま
た、ふぐは鋭い歯を持っています
ので、互いに傷つけあわないよう
稚魚から出荷までの１年半弱の間
に、４～５回の「歯切り」作業を
一尾一尾丁寧に行っています。そ
のような手間のかかる作業も海上
養殖より容易に行うことが出来ま
す。

お客様からの信頼に応え
喜ばれる企業へ
－安全安心で美味しい魚をお客様
に届けたいという思いが、すべて
の原点であり、これからにおいて
もその思いは変わりません。
よく養殖漁業というものは「計
画と計算が成り立つ漁業」である
と言われます。だからこそ常に「安
全で安定した品質の供給」に努め、
お客様に安心してご注文頂き、そ
の信頼を十分満たす商品を提供出
来る体制作りが重要だと考えてい
ます。

新たなステージへ向けて
－当社は現場優先主義を採用して
います。現場あっての仕事ですの

で、まずは現場の仕事を全員で片
付けた後、事務作業等の現場以外
の業務に取り組むよう心がけてい
ます。
また、大荒れの天候が続いて漁
が出来ないときなど、時として仕
事が少なくなる瞬間もありますが、
そういう場合でもゴミ拾いや掃除
など何かひとつでも「現場」の役
に立つ仕事を行うよう常に指導し
ています。
実際に、大型冷凍庫や陸上養殖
場の建設の際は、社員が殆どの建
設作業を業者の代わりに取り組ん
でおり、一見しただけでは素人が
やったとは思えないくらいの出来
栄えに仕上がりました。
そんな頼もしい社員にも支えら
れて、当社の事業形態も私が当初
描いていた完成形に近づいてきた
との思いが強まっています。そろ
そろ息子である専務に次のステー
ジを任せようかとも考えています。
新しい社長に対して望むことは、
設立から３０年以上事業を続けて
こられた当社を、今後さらに３０
年間継続できるよう、新しい感性
で成長させて欲しいと思っています。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

昨今の「食の安全」が叫ばれ
る以前から「安全・安心で美味
しい魚をお客様へ届けたい」と
の思いを最優先に、自らの手で
生産から出荷まで管理可能なシ
ステムを構築され、飼料の独自
開発によって天然の寒ぶりに肉
薄する美味しさを食卓へ一年中
提供することを可能にされた当
社の先見性及び開発力には深く
感服いたしました。
今後も、日本の養殖業界全体
をリードされる企業としてます
ますご発展されることを期待し
ています。

左から西川支店長、峯元社長、北城経理課長、
鬼木頭取、峯元専務漁船の視察

水揚げ直後の魚 配合飼料の説明水揚げ現場の視察
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アジアの最新ファイナンス事情�
～「アジア財務戦略」講義から～

九州大学大学院教授

丹羽 由一

前回に続き、九州大学経済学研究院・ビジネ

ススクールで開講中の福岡銀行連携講義「アジ

ア財務戦略」から、実務家の皆様向けにいくつ

かポイントをご紹介します。力強さと不透明さ

が共存するアジアの経済・金融情勢、ビジネス

環境などについてご認識を深めていただければ

幸いです。

世界を席巻するアジアマネー

先進諸国がデフレと需給ギャップに苦しむな

か、アジアは目下世界の成長センターとしての

地位を確立しましたが、同時にファイナンス面

でも急速にプレゼンスを高めています。

世界のマネーフローは、サブプライム問題が

表面化した２００７年以降量的に縮小を続け、特に

リーマンショックの後は資金が逆流している状

況です。それまで世界中に展開してきた欧米の

投資家が海外投資を引き揚げ、資金が欧米に還

流する「リバトリエーション（資金の本国回

帰）」が起きているのです。こういった世界的

な金融市場の流動性低下により、欧米の金融機

関は大手、中小を問わず経営が圧迫され、なか

には破綻するところも次々と出てきました。

ここで注目されたのがアジアの政府系ファン

ド（ソブリン・ウエルス・ファンド：ＳＷＦ）で

す。中東諸国のオイルマネーは以前から良く知

られていますが、近年は外資準備や財政黒字を

原資とする「非資源系」と称されるシンガポー

ルや中国のマネーが、世界中の銀行や不動産に

買収攻勢をかけています。これらはいずれも数

十兆円単位と巨額で、国家予算に匹敵する規模

を有しています（表１）。

以下ではアジアのＳＷＦを代表するシンガ

ポールと中国について概観してみましょう。

� シンガポールのＳＷＦ

シンガポールは人口わずか４６０万人、経済規

模も福岡県を若干上回る程度の小国ですが、マ

ネーの分野ではニューヨーク、ロンドンと並び

世界の最先端を行っています。かつてはかの「村

寄稿

表１ 世界の主要ＳＷＦ

ファンド名
資産規模
（億ドル）

設立
（年）

原資

アブダビ投資庁 ８，７５０ １９７６ 資源

ノルウェー年金基金 ３，８００ １９９０ 資源

シンガポール政府投資公社（ＧＩＣ） ３，３００ １９８１ 非資源

サウジアラビア通貨庁 ３，０００ １９５２ 資源

クウェート投資庁 ２，５００ １９５３ 資源

中国投資責任有限公司（ＣＩＣ） ２，０００ ２００７ 非資源

香港金融庁 １，６３０ １９９８ 非資源

シンガポール・テマセク １，５９０ １９７４ 非資源

ロシア国家福祉基金 １，５７０ ２００４ 資源

オーストラリア将来基金 ６１０ ２００４ 非資源

カタール投資庁 ５００ ２０００ 資源

リビア投資公社 ５００ １９８１ 資源

アルジェリア歳入基金 ４３０ ２０００ 資源

アラスカ恒久基金 ４００ １９７６ 資源

アイルランド年金準備基金 ３１０ ２００１ 非資源

ブルネイ投資庁 ３００ １９８３ 資源

韓国投資公社 ３００ ２００５ 非資源

（出所）講義資料

１９７７年 東京大学経済学部卒
日本開発銀行入行。

ハーバード大学客員研究員、大蔵省シニアエコノミスト、
日本経済研究所総務部長、日本政策投資銀行シンガポー
ル事務所長、えひめ地域政策研究センター常務理事を経
て２００８年より現職。
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上ファンド」が東京から逃避した先であり、最

近では世界的に有名なファンドマネージャーで

大富豪のジム・ロジャースがウォール街から本

拠を移した先でもあります。

前回ご紹介しましたように、世界的な投資銀

行や格付会社はどこもシンガポールにアジア本

部を置いており、金融危機下においてもむしろ

資金の逃避先として強い信頼を得ています。ま

た富裕層の資産運用市場としても急拡大を続け

ており、スイスに代わる地位を得るとの見方も

あります。さらに多民族国家であるため、昨今

注目を集めるインドビジネスやイスラム金融に

も強いことから、世界のマネーの集積地として

注目されています。

シンガポールはこのような金融センターから

の「利益」と、世界のハイテク産業の集積地と

して稼ぐ「貿易黒字」、さらにＣＰＦと称され

る国民の「年金積立金」を原資として、２つの

巨大なファンドを運用してきました。それが表

２に掲載されているＧＩＣ（シンガポール政府

投資公社）とテマセク（Temasek Holdings）で、前

者は主に不動産投資を後者は主に証券投資を通

じて国富の増大を図っています。

これらは毎期の運用実績を競う民間の投資

ファンドとは基本的に異なり、余剰資金を将来

に備えて安全・有利に保有することが目的で、

長期保有と分散投資が鉄則です。従って「投機」

ではなくあくまで「投資」で、リスク管理とポー

トフォリオ管理を徹底し、またマイナーシェア

が原則で個々のプロジェクトの経営や再生には

タッチしません。その代わりいかに良い物件を

底値で買うかが勝負で、例えば主な対日投資物

件に限っても（表２）、いずれもバブル崩壊や企

業破綻などの局面で購入しています。また近年

ではシティバンク、メリルリンチ、ＵＢＳなど

経営不振に陥った金融機関への出資も増えてい

るほか、経営破綻したドバイの大型不動産プロ

ジェクトを物色しているとの情報もあります。

� 中国のＳＷＦ

中国がＳＷＦを手掛けたのは比較的新しく、

２００７年にいわゆるＣＩＣ（中国投資責任有限公

司）を設立したことが出発点です。ＣＩＣは中

央銀行である中国人民銀行の外貨準備を原資と

してスタートし、その後の外貨準備の積み上が

りに伴って運用規模を拡大し、現時点での投資

残高は５０兆円に達しているとの見方もあります。

そもそも近年の中国経済は、貿易収支も貿易

外収支（直接投資など）も黒字という状態が続い

ています。これはかつての日本が貿易黒字を対

外投資や海外旅行支出に回していたのとは異な

り、きわめてアンバランスな成長パターンをた

どっていると言えます。この結果、中国は米ド

ル下落とバブル発生という二大リスクを負うこ

とになり、今回のドル安局面で国富の目減りを

余儀なくされた上、景気対策として実施した金

融緩和や４兆元の公共投資がバブルに火をつけ、

株や不動産が急騰しています。ＣＩＣによる海

表２ シンガポールＳＷＦの主要対日投資プロジェクト

投資主体 対象 投 資 先
投資額
（億円）

ＧＩＣ
（シンガポール
政府投資公社）

企業 日興アセットマネジメント ３３

不動産

汐留シティセンター １，６００

福岡ホークスタウン １，０００

松下ロジスティックス物流センター ８５０

ウェスティンホテル東京 ７７０

品川シーサイドビル ４２５

川崎テックセンター １５０

テマセク
（Temasek
Holdings）

企業
イー・モバイル １２０

三井生命 ２００

不動産

ビビットスクエア ２１０

福岡アイランドシティタワー ８０

イズミヤ枚方店 ７５

ラパーク瑞江 ５５

ヨーカドー千歳店 ５３

（出所）講義資料
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外投資は、これを解決するためにもどうしても

必要なのです。

またＣＩＣは中国政府にとって、さまざまな

国家戦略を実現するツールとしても便利です。

例えば国内向けには、国有銀行への資本注入や

国有企業の上場（民営化）に際しての一時的出資、

株価暴落時の公的買い支えといった役割が負わ

されていますし、対外的には金融危機で経営が

傾いた欧米金融機関（英・バークレイズ、米・

モルガンスタンレー、米ブラックストーンなど）

に出資し国際金融の場での発言権強化を狙って

います。さらに最近目立つのが資源関連企業の

買収で、例えばスイスのアダックス石油、ブラ

ジルのＭＸＭ（鉄鉱石）、オーストラリアのジン

ダルビー（同）、カナダのトンプソン（同）、カナ

ダのテックリソーシズ（石炭）など、将来的な自

国の経済成長と世界的な資源枯渇をにらんだ戦

略的な投資が増加しています。

アジアバブルの膨張

皆さんは２０年前の日本のバブルの記憶はお持

ちでしょうか。今となっては何故あのような高

値がまかり通ったのか理解に苦しみますが、当

時はすべてが右肩上がりに値上がりすることに

大きな疑いも持たず、皆がマンションやゴルフ

会員権を「早いもの勝ち」とばかりに買い急い

だのです。この結果株価は日経平均で４万円に

迫り、大都市圏の地価は６倍に上昇、銀座の土

地が同じ面積の１万円札より高くなるとか、日

本全土の地価総額が数十倍の面積のアメリカの

それを上回るとか、とにかく異常な現象がいろ

いろ発生しました。

そして今、中国をはじめとする東アジアでこ

れが再発しつつあるのです。ここ半年間の日経

新聞から記事をいくつか拾ってみましょう。

「香港株、３ヵ月で６割上昇」（６／１１付）

香港株式相場が急上昇を続けている。足元の

実体経済は悪化を続けているが、世界の金融緩

和であふれた投資マネーが流入し、不況下の株

高を演出している。米欧の投資ファンドなどに

加え、約４兆元に及ぶ中国の経済刺激策に基づ

いて供給された大量のマネーが香港に流れ込ん

でいる模様だ。

「中国・香港、不動産バブル懸念」（７／２７付）

中国都市部の不動産市場ではすでに過熱の兆

候が出始めた。経済特区がある深セン市の６月

の住宅価格は半年前の２倍強に上昇。上期の高

級住宅販売は前年同期比で８割増加した。市況

回復を牽引するのは、金融緩和で大量に供給さ

れたマネーだ。上期の銀行融資は７．４兆元増え、

この大半が不動産と株式市場に流れ込んでいる

模様だ。中国マネーは香港の不動産市場にも流

入しており、高級住宅の買い手の３割が中国本

土の投資家とされる。台湾でも中国マネーの流

入による値上がりを見越した買いが集中してい

る。東アジアの不動産高騰の主役は過剰流動性

を背景とする投機資金だ。

「中国、バブル退治に迷い－景気回復に冷や水

懸念」（８／６付）

中国政府が経済運営に迷っている。株価は今

年に入ってから２倍近くに上昇しバブルが心配

され始めているが、再び株安になるのが怖くて

思い切った手を打てない。中国人民銀行は株安

の犯人にされることを恐れ、あわてて金融緩和

の継続を発表したとみられる。

「人民元に切り上げ圧力－資産バブルの恐れ」

（１０／１７付）

人民元に切り上げ圧力が高まっている。回復

傾向を強める中国経済への期待から、国内に短

期の投機資金が流れ込んでいるためだ。通貨当

局は国内の輸出企業を支援する狙いで元売りド

ル買いの市場介入を強化、元相場の上昇を食い

止めている。しかし介入の拡大は国内の過剰流

動性を膨らませ、資産バブルやインフレの芽を

育てかねないとの懸念も浮上している。

寄稿
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「インド、金融引き締め方向に－インフレ懸念

台頭」（１０／２８付）

インド準備銀行は２７日、インフレ懸念に対応

するため金融政策を緩和から引き締め方向に転

換すると決めた。１１月７日から法定流動性準備

率を１ポイント引き上げて流動性の供給を抑制

する。株価や主要都市の不動産価格が急上昇し

ており、バブル発生を封じる狙いがある。この

ほかオーストラリア準備銀行も政策金利の

０．２５％引き上げを決定。韓国やインドネシアな

どでもインフレの懸念が広がり、市場では金融

政策を緩和から引き締めに転じるとの見方が出

始めている。

「中国版ナスダック、過熱続く－バブル懸念も

再浮上」（１１／１４付）

中国の深セン証券取引所の新興企業向け市場

「創業板」の過熱が続いている。個人マネーを

中心に資金流入が続いており、バブル懸念も再

浮上している。全銘柄の株価が公募価格を上

回って上昇の勢いが強まっている。中国では金

融緩和で大量の資金が市場に放出されている一

方、投資の対象は限られておりマネーは一か所

に集中しやすい。上場するだけで巨額の富を簡

単に手にする創業者を見て「まじめに働くのが

ばかばかしくなった」との声も多く聞かれる。

「中国・インドに投機資金流入－株式・不動産

価格が高騰」（１２／６付）

投資資金流入は今春から本格化。成長への期

待が背景にあるが、超低金利の米ドルを使った

キャリー取引も目立つ。アジアの株価は今春か

ら、不動産は夏以降急上昇を続け、香港では高

級住宅価格が年初から４割近く上昇、インドで

も「不動産への資金流入が止まらない」（イン

ド準備銀行）。

「香港で不動産高騰－外資流入、バブル懸念も」

（１／４付）

香港で不動産市況の過熱感が高まっている。

高級住宅価格は昨年１年間で３割も上昇、１室

５０億円もするマンションが売れた。各国の金融

緩和であふれたマネーが流れ込み、不動産価格

は実需を離れた水準にある。バブル崩壊を警戒

する声も出ている。

「ベトナム、インフレ懸念」（１／７付）

ベトナムでインフレ懸念が強まっている。１２

月の消費者物価指数は前年比で過去最大の上げ

幅となり、ベトナム国家銀行は１２月から政策金

利を１％引き上げ、金融引き締めに踏み切った。

「中国、預金準備率上げ－緩和策を修正」（１／１３付）

中国人民銀行は１２日、市中銀行から強制的に

預かる資金の比率を示す預金準備率を０．５％引

き上げると発表した。カネ余りの深刻化で資産

バブルやインフレの懸念が台頭しており、市中

に出回る過剰な資金の吸収を強化する姿勢を鮮

明にする。

「印中銀、現金準備率上げ－インフレ警戒」

（１／３０付）

インド準備銀行がインフレ警戒姿勢を強めて

いる。２９日の政策決定会合で、流通する資金量

を管理する現金準備率を０．７５％引き上げると決

めた。市場から余剰資金を吸い上げ物価上昇を

抑制する。

以上の記事からおわかりの通り、アジア各国

の金融当局はいま景気浮揚とバブル退治の板ば

さみのなかで、なんとかこれをコントロールし

ようと試行錯誤しています。料理に例えるなら

（図１）、鍋（市場）は公的資金により口元まで一

杯でしかもすでに沸騰し始めており、そこへさ

らに追加の材料（投資資金）が投げ込まれていま

す。そこで仕方なく火加減（金利）を調節し、吹

きこぼれるのをかろうじて防いでいるという状

態です。さらに過熱した場合は汁を掬いとる（売

りオペ）とか、材料の投入を止めさせる（貸出規

制）とかの対策が必要となりますが、あまりや

りすぎると料理が冷えて（景気後退）元も子もな

くなってしまいます。特に中国では失業者の増

大が暴動など政治的なリスクにつながるため、
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公的資金� 投資資金�

（景気対策）� （国内・海外）�

アジアマーケット�

（金融政策）�

火� 火� 火� 火�

（出所）講義資料

図１ アジアバブルのコントロール

店主は店を守るためには少々吹きこぼれても商

売を優先するでしょう。従って客としてはあま

り鍋に近づかず、火傷に注意することが求めら

れます。

アジアでの財務戦略はどうすべきか

最後にアジアに展開する日系企業の財務戦略

について考えてみましょう。企業でも家計でも

お金の管理のポイントは次の３点です。

� 効率性（Efficiency）

いかに「最小の金額で最大の利益を得るか」

ということで、運転資金であればオペレーショ

ンサイクル（売掛・在庫－買掛）の短縮や手元

資金の統合運用などが、設備資金であれば資本

コストを上回る回収スキームが重要です。現代

における企業の目的が「企業価値の最大化」に

あるとすれば、資金効率はそのベースとなるも

のです。

� 流動性（Liquidity）

日々の決済や社債償還など資金繰りにある程

度余裕を持たせ、絶対に資金ショートに陥らな

いようにすることで、借入金の期間管理や余資

運用の弾力化などが求められます。なお効率性

と流動性は多くの場合二律背反し、例えばリー

マンショックの直後は世界的な流動性低下局面

に入ったため、各社とも資金効率を犠牲にして

手元資金をなるべく多く保有するという行動に

出ました。

� リスク管理（Risk Management）

お金にはさまざまなリスクがつきものです。

大きく分ければ取引・運用にかかわる為替や金

利などのマーケットリスク、取引先のデフォル

トやリスケといったクレジットリスク、当局か

ら思わぬ税金を課せられるタックスリスクが主

なものです。もちろん家計と同じく、盗難、詐

欺、紛失などの基本的なリスクもあります。

従って各社のＣＦＯ（Chief Financial Officer：

財務の最高責任者）は、常にこれらのポイント

を押さえつつ資金の効率的、流動的かつ安全な

運用に心を砕いている訳です。特に近年におけ

るグローバル化の局面においては、各国に散ら

ばる自社の資金を一元的に管理することが大き

な意味を持つようになっています。すなわちク

ロスボーダー取引を国内取引のようにオンタイ

ムで把握し自在にコントロールできれば、コス

トもリスクも大きく低減させることができます。

その典型がＣＭＳ（Cash Management System）と

称されるもので、企業全体の資金をＩＴなどを

駆使してオンラインで集中管理し、資金効率と

安全性の最大化を図っています。具体的なツー

ルとしては「プーリング」や「ネッティング」

が代表的なもので、前者はグループ企業の資金

管理を一ヵ所（例えばシンガポール支社）に集約

し、グループ全体の負債および総資産を圧縮す

るものです。また後者はグループ企業相互の債

権債務を相殺し、決済を削減することで為替・

送金手数料の節減と為替リスクの低減を図るも

のです。実際２００７年にグローバル財務プラット

フォームを構築したパナソニックのケースでは、

各種手数料の削減や資金運用効率の改善により

年間３０億円のコストが削減されています。また

これらＣＭＳの導入によりグループをオンタイ

ムでビジュアル管理できるため、本社によるモ

ニタリングや経営判断の迅速化など、経営自体

へのプラス効果も期待できます。しかし目をア

ジアに転じてみますと、このようなＣＭＳの導

寄稿
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金融当局�

親会社� 現地統括会社� 現地法人� 邦銀現地支店�

①海外資金移動規制（事前許可制等）�

②国外とのプーリング・ネッティング規制�

③投資所得に関する源泉地国課税、移転�
　価格税規制、過小資本税制等�

④対外取引決済規制（口座規制等）�

⑤事業会社間の貸付規制�
（現地通貨、外国通貨）�

⑥最低資本金規制、配当規制�

⑦国内決済システムの未整備�

⑧外国金融機関の進出規制�
（資本金規制、出店規制等）�

⑨外国金融機関の事業規制�
（取扱業務制限等）�

貸付・出資� 貸付�

利子・配当� 預金�

（外国為替管理制度の問題）� （資金移動規制の問題）� （金融サービス規制の問題）�

貸付�

（出所）講義資料

図２ アジア財務戦略の諸課題

入には依然として多くの障害が存在しています

（図２）。

例えばまず現地法人を設立しようとしても、

国ごとに業種や出資比率、資本金規模などの規

制があり、また利益の本国への配当についても

中国などは額を制限しています。グループ内の

資金のやりとりに関しても、中国やベトナムは

親子企業間の貸付を禁止していますし、そもそ

も中国などは為替取引に厳しい制約を課してい

るのでプーリングやネッティングは不可能です。

さらにこれらをサポートしてくれる銀行（邦銀）

に関しても、現地国の様々な事業規制により

サービスが制約されています。

この結果パナソニック、ソニー、日産といっ

たグローバル企業においてさえ、アジアにおけ

るＣＭＳはまだ１００％は達成されておらず、と

りあえずシンガポールの地域統括会社・ＲＨＱ

（Regional Head Quarter）で香港、フィリピン、

インドネシア、オーストラリアなどを統括し、

中国、ベトナム、タイ、マレーシアなどは個別

に資金管理をしているのが現状です。

では将来的にアジア全域でＣＭＳが可能にな

る日は来るのでしょうか。基本的な解決策とし

ては各国が規制を撤廃し、最終的にＥＵのよう

な単一経済圏で共通通貨を持つ形になればもち

ろん可能です。しかしアジア各国の政治情勢や

多様性、経済発展段階の格差などを考えるとこ

れは限りなく不可能です。すると次善のソ

リューションとしては、例にあげたグローバル

企業のように企業ごとに財務システムを構築し、

効率化を図っていくしかありません。しかしこ

れが可能なのはごく一部の巨大企業に限られま

すので、一般の企業としては取引銀行のサポー

トが唯一の頼りです。アジアではＨＳＢＣやス

タンダードチャータードなど、各国に強力な支

店網を有しこれらの資金管理サービスを提供し

ている銀行がすでに存在していますが、今後は

邦銀各行においても日系企業向けの現地財務サ

ポートサービスをより拡充していくことが予想

されます。現地においても日本国内と同様に、

取引銀行と二人三脚で財務戦略を構築されるこ

とが重要です。
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長崎の食産品を国内・海外へアピール�
～長崎 食のチャレンジ商談会開催報告～

東京大阪など�
国内大都市�
38％�

n=43

長崎�
エリア�
8％�

海外�
27％�

福岡など�
九州エリア�
27％�

販路開拓したいエリア�

（複数回答あり）

長崎には、情熱をもった生産者

様がつくるこだわりの食品・食材

が多数存在します。そこで、これ

らの食品を国内外の商社や百貨

店・スーパーに幅広くご紹介し、

長崎の食産品の新たな販路拡大の

機会となるよう、去る１月２２日、

「長崎 食のチャレンジ商談会」

を開催しました。

長崎市とＦＦＧの連携事業

この商談会は、長崎市が地元食
品メーカーを対象に、特に海外販
路開拓のサポートを目的として開
催したものです。
ふくおかフィナンシャルグルー
プ（ＦＦＧ）は、２００８年５月に長崎
市との間で産業振興を目的とした
連携協定を締結しており、今回、
中国３地域（大連、上海、香港）の
大手食品関連バイヤー６名、およ
び国内百貨店等バイヤー５名の招
聘や、参加企業募集等について協
力いたしました。

【長崎 食のチャレンジ商談会開催概要】

日時：２０１０年１月２２日１０時～１７時

会場：ホテルニュー長崎（長崎市）

主催：長崎市

共催：親和銀行、福岡銀行、

ふくおかフィナンシャルグループ

後援：ジェトロ長崎、

長崎港活性化センター

参加企業４５社、１２１商談

このような商談会は、全国的に
は様々な形で数多く開催されてい
るところですが、企業においては、
時間、人員、費用等の面で、なか
なか参加に至らないケースが多く
見られます。
そこで、２００９年度長崎市緊急

経済対策事業として開催された本
商談会では、参加料を無料とし、
また国内外の食品バイヤーを長崎
市に招聘したことで、長崎市内を
中心に４５社に参加いただきまし
た（商談件数は延べ１２１件）。参加
企業のうち国内向け商談では３割
弱が、また海外向けに至っては７
割近くの企業が初参加となりまし
た。
「商談には何を持参すればよい
のか？」「商談ではどういう話を
すればよいのか？」など参加企業
の疑問にお答えし、商談会当日円
滑に商談していただくために、「事
前説明会」を行ないました。事前
説明会では、日頃私どもがバイ
ヤーの方々と交流する中で、商談
でポイントとなる項目（例えば、
商品特徴、こだわり、品質管理、
価格設定、パッケージ、物流など）
を中心に説明いたしました。
商談では、各参加企業が、商品
をトレーに盛り付けたり、レンジ
で加熱したり、一口サイズに切り
分けたりと、商品をより良い状態
でバイヤーへ提供しながら、熱心
に商談に臨まれていました。
また、当日併催した「海外販路
開拓に関するセミナー」や「個別
相談会」では、海外ビジネスにお

ける諸問題へのアドバイスや情報
提供を行ないました。

「販路開拓の方向性を決める

良い機会になった」

各バイヤーとの商談の組み合わ
せは、事前にお聞きした参加企
業・バイヤー双方からの面談希望
に基づいて選定しました。
参加企業アンケートでは、全体
の約３割の商談において、「今後
取引（商談成約）の可能性が見込め
る」との回答がありました。既に
成約に至った企業がある一方で、
国内外ともに成約に至らなかった
ケースもありましたが、参加企業
からは、「今後の販路開拓方針を
決めていくための良い機会になっ
た」との声を多く聞くことができ
ました。

幅広い地域での販路開拓ニーズ

参加企業からのアンケートでは、
今後販路開拓したいエリアとして、
１位「東京・大阪など国内大都
市」３８％、２位「福岡など九州
エリア」２７％、３位「海外」２７％、
４位「長崎エリア」８％となっ
ています。
ＦＦＧでは、今後、長崎に加え
て、福岡や熊本での商談会開催も
企画していきたいと考えています。

（今泉 節）

ＦＦＧニュース

バイヤーとの商談の様子
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はじめに

中国で初めて開催される万博である「上海

国際博覧会（上海万博）」が、今年５月１日に

上海市で開幕します。参加国数や来場者数な

ど「史上最大」となることが確実視されてお

り、２００８年の北京五輪に続いて中国の存在を

世界にアピールする舞台となります。

今回は開催間近に迫った上海万博について

ご紹介します。

１．上海万博の概要

今回の上海万博には２４２の国や国際機関の

参加が確定し、これまで最多だった２０００年の

独ハノーバー万博（約１７０団体）を上回ること

になりました。

来場者目標は、１９７０年の大阪万博の記録（約

６，４２２万人）を上回る７，０００万人以上を掲げて

います。前売り入場券の販売実績は、１月現

在で１，８００万枚に達しています。また、上海

市の副市長は１月１８日の北京での記者会見で、

期間中の来場者が１億人を超える可能性があ

ること示唆しています。

上海万博のテーマは「より良い都市、より

良い生活」です。急速に都市化が進む中国で

未来の都市像を描こうというコンセプトです

が、「環境への配慮なくして都市の持続的発

展はない」との観点から、二酸化炭素（ＣＯ２）

排出量の少ない低炭素万博を目指しています。

主要施設の一つである「テーマ館」では、屋

根に巨大な太陽光発電システムを設置し、外

壁を植物で覆うなど環境面をアピールしてい

るほか、期間中、来場者に自分の出すＣＯ２

排出枠の購入を呼びかける計画もあります。

また、会場及びその周辺には電気自動車な

どの次世代エコカーを１，０００台以上配置する

ほか、主要な建築物の景観照明、会場の８割

以上の夜間室外照明にはＬＥＤ照明が使われ、

万博会場は世界最大のＬＥＤ照明展示場にも

なる予定です。

さらに、今回は万博史上初の試みとして

「ネット万博」が同時開催されます。３Ｄ映

像で実際の万博会場と同じコミュニティーを

作り、ネットユーザーが世界中のどこからで

も臨場感ある万博を楽しめるようになります。

このように上海万博は、新興国での初の開

催であるだけでなく、オンライン万博など新

たなイベントの試みの場としても注目度は高

くなっています。

〈概要〉

開催期間：２０１０年５月１日～１０月３１日

会 場：上海市都心部、黄浦江両岸の３２８�
テ ー マ：「より良い都市、より良い生活」

参 加 国：１９２カ国と５０国際機関（計２４２）

来場者目標：７，０００万人（１日平均４０万人）

マスコット：海宝（ハイバオ、漢字の「人」をイメージ）

入 場 券：通常日１６０元（≒２，１００円）

海外トピックス

開幕迫る上海万博

急ピッチで整備が進む上海万博会場
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２．上海万博開催に向けた進捗状況

上海万博事務局の発表によると、５月開幕

の上海万博会場の展示施設の整備は、１月時

点で約９割が完工しています。主要施設や各

国パビリオンの多くは、現在、内装段階に入っ

ています。しかし、全体面積の３分の１を占

める付属施設や道路などの整備は遅れ気味で、

３月末の全面完工に向けて工事は急ピッチで

進められています。

一方、史上最大規模を目指す上海万博を支

えるインフラ整備についても、中国の国家威

信をかけて、現在急ピッチで進められていま

す。上海市内を流れる黄浦江の両岸に広がる

会場と周辺を結ぶ交通路として、４本の橋と

１２本のトンネルが万博開幕までに開通する予

定です。また、地下鉄についても、現行の１１

路線に加え、５月の開幕までに２路線が整備

され、上海の地下鉄総延長は東京の３０４�を

大きく上回る４２０�に達する計画です。

上海市内の観光地整備や観光客の受入れ準

備にも余念がありません。黄浦江沿いに英国
わいたん

租界時代の建物が立ち並ぶ外灘では、地下ト

ンネルの建設と遊歩道の整備が行われていま

す。ホテルの建設ラッシュが続き、開幕まで

に市内の宿泊用のベッド数は４０万床に達する

見通しです。それでも、ピーク時に１日７８万

人と予測されている万博来場客をカバーする

には至らず、近郊都市の宿泊施設も必要にな

ると言われています。

さらに、上海万博関連グッズの売上げは、

２００９年末時点で３１億元（約４１３億円）に達して

います。関連グッズの取扱店は現在２７の省・

市・自治区に６３８店舗ありますが、５月の万

博開幕までに、オンラインショップなども含

め８，０００店まで拡大される計画です。日ごと

に高まる万博ムードとともに、上海万博の開

幕へ向け、消費拡大を見込んだサービス業の

上海進出も活発になってきています。大手コ

ンビニチェーンのセブンイレブンが、昨年４

月に上海に初出店したほか、米玩具大手のマ

テルは昨年３月、着せ替え人形「バービー」

旗艦店をオープンさせました。

３．上海万博開催に伴う問題点と対応策

万博ムードが高まる一方で、インフラ建設

工事に伴う市内の交通渋滞や、環境破壊など

による経済損失も小さくはありません。上海

市内の至るところで、万博に向けた工事が急

ピッチで進められており、以前にも増して街

中が埃っぽくなっていると感じられます。

また、万博開催期間中も交通渋滞や来場者

の流れをどう制御するか、テロ防止などの治

安維持をどうするかなど様々な問題が残され

ています。

上海万博期間中の交通渋滞対策については、

会場周辺７�以内の一般車両の進入を禁止す

海外トピックス

上海万博のマスコット「海宝（ハイバオ）」
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るほか、北京五輪を参考にナンバープレート

の末尾数字による車両通行規制が検討されて

います。また、期間中、一部公用車の使用を

禁止するほか、バイクの走行禁止路線も拡大

するなどの対策が実施されます。但し、この

ような対策を取ったとしても、上海市当局は、

一般市民を含め１日５，０００万人と見込む交通

需要に対応するのは難しいとみている様です。

交通インフラ整備についても遅れがでてお

り、空の玄関の一つである虹橋国際空港と市

内を結ぶ地下鉄の新路線は、開通時期が万博

開催間際にずれ込むことになりそうです。

４．上海万博の波及効果

上海万博開催は、インフラ整備等の大規模

な投資とともに、万博に訪れる観光客による

消費拡大などの経済効果が期待できます。

周辺のインフラ整備を含む万博の総事業費

は、２８６億元（約３，７２０億円）にのぼると言われ

ています。また、関連施設を含めると総投資

額は日本円換算で約５兆円にのぼるほか、環

境対策や来場者及び出展者の支出も合わせる

と、経済波及効果は２５兆円にまで達するとの

試算もあります。

また、今回の万博開催が、上海での軌道交

通整備、都市再開発などを刺激し、上海周辺

都市の交通インフラ整備にまで波及していま

す。また、２０１４年には上海ディズニーランド

も開業も見込まれており、観光の目玉が少な

いと言われる上海にとって今後の観光業の発

展も期待されています。

上海万博が、上海そして中国の経済・文化

の発展を世界にアピールする機会になるとと

もに、世界各国が成長を続ける中国に向けて、

最先端の技術や文化を紹介する機会になるこ

とでしょう。

上海が国際都市として、新たな発展のス

テージへ移って行くことを期待しています。

（上海駐在員事務所 田中 正洋）

海外トピックス

上海市内で建設中の高層ホテル
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大連編

ＰＲＯＦＩＬＥ

株式会社丸美屋 ～大連美屋食品有限公司～

大連美屋食品有限公司は、熊本県玉名郡に本
社を構える株式会社丸美屋の１００％子会社です。
当社は中国大連において、納豆の製造販売を営
んでいます。
人口１４億人を抱え、マーケットとして有望な

隣国中国への進出は必要不可欠との考えから、
進出を決断しました。大連を進出地として選ん
だのは、商取引を通じた友人が居たことや、同
じ中国東北地区（いわゆる東北三省）には納豆の
原料となる大豆の生産地として有名な黒龍江省
があったからです。
主力商品の一つである豆腐は中国でもよく食

されており、珍しい食品ではありません。一方、
納豆は日本古来の食べ物であり、中国では馴染
みが薄かったことに加え、輸入品は有ったもの
の値段が高く消費者層は限られ、一般の人は食
べる習慣がありませんでした。そこで当社は
２００２年８月、市場が未開拓に等しく大きな可能
性を秘めた納豆に商品を絞って工場を建設しま
した。
大連での製造販売はゼロからのスタートでし

た。途中から運営に携わり、現在も責任者とし
て常駐されている川部氏に話を伺ったところ、
一番苦労されたことは販売先の開拓ということ
でした。納豆を製造する技術については、日本
から人的支援が十分にあったおかげで、大きな
問題もなく製造を開始することができました。
しかし、販売はゼロから開拓しなければならず、
納豆という商品の知名度が極めて低かったこと
から、販売開始当初はあまり売れなかったとい
います。原因を分析した結果、日系企業が経営
する小売店・飲食店を中心に販売を行っていた
ことで、需要が一部に限られてしまい、一般の
中国人には浸透していないことが分かりました。
そこで、当社は日系企業が経営する小売店に加
え、一般の中国人がよく利用する地元小売店へ
の販売を強化しました。販売先が拡大するにつ
れて売上が伸び始め、今では大連市場の約９０％
を当社の製品が占めるようになりました。

川部氏の話では、中国での食品販売を成功さ
せるには、日系企業が経営する小売店をター
ゲットにするのではなく、店舗数に勝り、一般
的な中国人が数多く来店する地元小売店をター
ゲットにすることが重要となる様です。大多数
を占める一般消費者に対して知名度を上げ、い
かに購入して頂くかが売上を伸ばす秘策と語ら
れていました。
今でこそ高い知名度を持ち順調に売上を拡大

されていますが、ここに辿り着くまでには数多
くのご苦労を重ねて来られたことがお話から窺
えました。
中国で納豆が受け入れられるようになった理

由として、営業努力はもちろんのこと、健康を
意識した食生活について考える人々が増えてき
たことが挙げられます。テレビ番組でも納豆が
健康食品として紹介されるなど、幅広い層の
人々に認知され、食されるようになりました。
消費者ニーズに上手く適合した商品作りに取

組む当社の更なる成長が期待されます。
（大連駐在員事務所 宮城 正志）

■現地法人名／大連美屋食品有限公司
■住 所／大連市甘井子区華東路１００号
■Ｔ Ｅ Ｌ／＋８６‐４１１‐８６５２‐４３６０
■Ｆ Ａ Ｘ／＋８６‐４１１‐８６５２‐４０７５

■親 会 社 名／株式会社丸美屋
■住 所／熊本県玉名郡和水町内田２２１１
■Ｔ Ｅ Ｌ／０９６８‐７５‐６０００
■Ｆ Ａ Ｘ／０９６８‐７５‐６９５４

海外進出最前線
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貿易お役立ち情報�
U s e f u l  I n f o r m a t i o n

イベント等は主催者側の都合により変更されることもあります。ご不明な点がございましたら、ＦＦＧ営業企画部総合調査グルー
プまでお問い合わせください。ＴＥＬ０９２－７２３－２５７６

アジア展示会情報

北京
場 所 展 覧 会 名 期 間

北京国際会議中心 ２０１０年中国（北京）ドア業展覧会 ３月３日～３月６日

２０１０年中国水回り商品展示会
３月１０日～３月１２日中国（北京）国際供熱、空調、水回り商品

展示会及び都市建設設備と技術展覧会

第１５回国際集成電路検討会及び展覧会 ３月１１日～３月１２日

第５３回全国自動車補修、検査測定診断
設備（春季）交易会 ３月１８日～３月２１日

第２０回アジア肝臓研究学会 ３月２５日～３月２８日

第２２回国際医療器機設備展覧会 ３月２６日～３月２８日

２０１０中国心臓病学大会 ３月３０日～４月４日

２０１０中国国際コンクリート技術及び装
備展覧会 ３月３１日～４月２日

２０１０中国ゴルフ博覧会 ４月１６日～４月１８日

中国北京第１７回国際広告展覧会 ４月２１日～４月２４日

中国北京国際お菓子類食品展覧会 ５月２５日～５月２７日

北京展覧館 中国国際警察用装備展覧会 ４月２１日～４月２４日

第１０回中国国際交通運輸技術と設備展覧会 ５月２６日～５月２８日

中国国際展覧中心 ２０１０アジア国際ブランドスポーツ用品博覧会 ３月４日～３月６日

第１７回中国（北京）国際建築装飾及び材
料博覧会

３月１６日～３月１８日２０１０年新エネルギー及び環境保護省エ
ネ産業展覧会

２０１０中国国際暖房、供熱、空調、通風
製品及び技術展覧会

２０１０第１０回中国北京国際石油化学技術
装備展覧会 ３月２２日～３月２４日
中国国際配管破裂防止、電気自動化展覧会

２０１０中国国際ラジオ、テレビ、情報ネッ
ト展覧会 ３月２３日～３月２５日

第２１回中国国際ギフト、贈呈品及び家
庭用品展覧会 ４月４日～４月７日

第２１回国際製冷、空調、暖房、通風及
び食品冷凍加工展覧会 ４月７日～４月９日

２０１０中国（北京）国際医薬生物産業展覧会
４月９日～４月１１日２０１０中国（北京）国際臨床検査実験と器

機設備展覧会

第１１回北京妊婦、赤ちゃん、幼児用品展覧会

４月１０日～４月１２日

成人用品展覧会

２０１０年北京国際美容、美髪、化粧品及
び洗剤博覧会

２０１０年中国（北京）国際食品加工、包装
機械及び包装製品展覧会

中国国際ドア展覧会 ４月１５日～４月１８日

中国北京国際健康産業博覧会
５月７日～５月９日２０１０中国（北京）国際無公害食品と栄養

健康食用油博覧会

第１２回中国国際冶金工業展覧会
５月１１日～５月１４日第１０回中国国際鋳造、鍛造及び工業炉

展覧会

２０１０国際現代工場、自動化技術と装備展覧会
５月１２日～５月１５日

２０１０北京動力伝動と制御技術展覧会

第１５回北京溶接と切断展覧会 ５月２７日～５月３０日

全国農業展覧館 第１０回中国自動車用品展覧会及び自動
車改装展覧会 ３月１２日～３月１４日

２０１０中国国際工業関連技術設備展覧会 ３月２５日～３月２８日

２０１０第１１回国際排水、給水、ポンプ、
配管、バルブ展覧会 ４月８日～４月１０日

中国国際イモ類博覧会 ４月１５日～４月１７日

第８回北京国際社会公共安全製品、技
術設備、テロ対抗装備及びネット安全
展覧会

４月２０日～４月２２日

２０１０第１１回中国国際天然ガス自動車、
スタンド、技術設備展覧会 ５月１３日～５月１５日

第１９回中国国際専門的音響、照明、楽
器及び技術展覧会 ５月２０日～５月２３日

瀋陽
場 所 展 覧 会 名 期 間

遼寧工業展覧館 第１１回中国東北口腔設備及び材料展覧会 ３月１１日～３月１４日

第１１回中国東北国際工作機械、金型技
術展覧会

３月１８日～３月２１日

第１１回中国東北国際プラスティック機
械及び包装工業展覧会

第１１回中国東北国際物流技術及び運輸
システム展覧会

第１４回中国東北国際溶接、切断、レー
ザー技術設備展覧会

第１６回東北国際建築装飾博覧会

３月２５日～３月２７日

第８回東北国際建築省エネ、新型壁材
料及び設備展覧会

第１２回中国東北国際ドア、窓、ガラス、
加工設備展覧会

第１３回中国東北国際供熱、暖房、空調、
新エネルギー設備展覧会

第１１回中国東北国際給水排水、水処理技
術設備及びポンプ、バルブ、配管展覧会

第１３回中国東北国際メーター及び工業
自動化展覧会

４月１日～４月３日
第１３回中国東北国際電力電工及びエネ
ルギー技術設備展覧会

第１２回中国東北国際動力伝動と制御技
術展覧会

第３回中国東北国際流体機械展覧会

第１３回中国東北国際金具工具展覧会 ４月８日～４月１０日

第１３回瀋陽国際家庭用乗用車及び商用、
専用自動車展覧会 ４月１４日～４月１８日

２０１０中国瀋陽第７回中国・韓国健康生
活科学技術博覧会 ５月２２日～５月２５日
第７回韓国ブランド商品展示会

大連
大連星海会展中心 第１回〈三八〉国際婦人デー、文化、

ショッピングデー ３月６日～３月１５日

第４回中国書道、油絵、芸術商品展示会 ３月１１日～３月１５日

第８回全国工芸品、観光商品、ギフト
商品博覧会 ３月１８日～３月２２日
第１３回春季（大連）中国骨董品芸術品博覧会

第２回大連ウエディング関連博覧会 ３月２６日～４月６日

春季服装服飾博覧会
４月９日～４月１２日

第１５回中国国際建築装飾材料（用品）展覧会

第８回大連創業プロジェクト商談会 ４月１６日～４月１８日

中国（大連）国際食品、飲料博覧会 ４月１９日～４月２６日

第１回台湾商品博覧会及び宝石真珠博覧会 ４月２９日～５月３日

第１３回中国木の根の彫刻、石の芸術博覧会 ５月５日～５月８日

２０１０中国大連輸出入商品交易会
５月１２日～５月１４日

大連国際工業博覧会

第１３回大連市輸出企業製品展示即売会 ５月２９日～５月３１日

世界博覧広場 ２０１０大連市３１５国際消費商品博覧会 ３月１２日～３月１６日

２０１０大連春季不動産交易会

４月９日～４月１２日第３６回大連不動産交易会及び装飾工事展覧会

第２８回大連市中古不動産交易会

２０１０中国大連輸出入商品交易会
５月１２日～５月１４日

大連国際工業博覧会

天津
天津濱海会展中心 ２０１０天津国際風力大会及び風力発電技

術、設備展覧会 ３月１７日～３月１９日

２００９中国北方国際自転車展覧会 ３月２５日～３月２７日

２０１０春夏シルク服装服飾博覧会 ５月１４日～５月２４日
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上海光大会展中心 PCHI ３月１０日～３月１２日

第１１回中国国際農業用化学品及び植物
保護展覧会 ３月１６日～３月１８日

第１４回中国国際食品添加物＆原料展覧会 ３月２３日～３月２５日

２０１０中国（上海）広告四新・スクリーン印
刷展覧会／２０１０中国（上海）LED展覧会 ３月２７日～３月２９日

第２２回Micro Focus 国際シンポジウム
２０１０年次総会及び設備展 ３月２８日～３月３１日

２０１０第５回中国（上海）国際靴下仕入れ交易会 ４月１日～４月３日

２０１０第３回中国中高ランクミネラル
ウォーター及び無糖食品仕入れ交易会
／２０１０第２回ケチャップ及びジュース
産業博覧会

４月１日～４月３日

２０１０中国（上海）国際計量器及びGIS／
GPS／RS技術展覧会

４月８日～４月１０日
第２回中国国際電源・電池製品及び技
術展覧会

２０１０上海軍用・民用の方艙技術設備、
特殊車両及び上海航空スペース技術、
空港施設建設展覧会

４月１３日～４月１５日

２０１０上海国際工業攪拌混合技術展

第１１回上海国際表面活性剤及び洗剤会
議・展覧会

２０１０上海国際合成革工業展覧会

２０１０上海国際繊維機械＆プリント工業展覧会

２０１０上海衛生設備及びプロジェクト展覧会

第１２回中国国際電子生産設備及び電子
工業展覧会 ４月２０日～４月２２日

第８０回中国国際セーフティガード用品交易会 ４月２６日～４月２８日

２０１０上海自転車、電力自転車展覧会／
２０１０上海オートバイ及びフィットネス
設備交易会

４月２７日～４月３０日

２０１０第７回国際芸術品＆骨董博覧会
４月３０日～５月３日

２０１０工芸美術作品博覧会

２０１０中国国際大豆食品加工技術及び設
備展覧会 ５月６日～５月８日

第１２回国際摩擦密封材料技術交流会及
び製品展示会／第３回国際自動車、
オートバイ部品、特許新製品技術交流
フォーラム及び展示会

５月７日～５月８日

２０１０国際都市調和発展及び都市救援貿
易博覧会（Unity） ５月１２日～５月１４日

第９８回中国靴業、革製品博覧会 ５月１７日～５月１９日

第６回中国腫瘍学術大会 ５月２１日～５月２３日

第７回上海国際革製品展覧会

５月２２日～５月２４日

２０１０上海産業用紡績品非紡績品及び不
織布展覧会

２０１０第７回上海アウトドア旅行用品展覧会

第７回上海カバン革製品展覧会

２０１０第４回上海レジ袋・包装袋展覧会

２０１０第７回上海靴類展覧会

２０１０上海国際ナノメートル展覧会及び国
際ナノメートル新技術、産業フォーラム ５月２７日～５月３０日

２０１０PCIM China ５月３０日～６月３日

上海国際展覧中心 中国（上海）第１５回国際玩具展及び上海
玩具第４６回博覧会 ３月５日～３月７日

２０１０アジアペット展覧会
３月１２日～３月１４日

第７回中国国際成人保健及び生殖健康展覧会

２０１０中国（上海）国際突発事件災難予防
及び救援設備技術展覧会及び中国（上
海）国際救急医療救援設備技術展覧会

３月１７日～３月１９日

第１４回中国国際食品添加物＆原料展覧会兼
２０回全国食品添加物製造応用技術展示会 ３月２３日～３月２５日

第５回国際粘着テープ、保護フィルム、
光学フィルム（上海）展覧会／国際フィ
ルム材料及び加工設備（上海）展覧会

３月２９日～３月３１日

２０１０第７回上海国際模型展覧会 ４月３日～４月６日

第１０回中国国際染料・顔料・助剤展覧会 ４月１４日～４月１６日

第１０回中国国際電力電工設備＆発電脱
硫・脱硝展覧会 ４月２１日～４月２３日

第２７回中国国際スクリーン印刷及びデ
ジタル技術展覧会 ４月２７日～４月２９日

２０１０上海国際室内暖房・換気・浄化展覧会 ５月６日～５月８日

第６回上海国際配管工業展覧会 ５月１１日～５月１３日

蘇州
場 所 展 覧 会 名 期 間

蘇州国際博覧センター 第７回蘇州国際工業博覧会 ３月１１日～３月１３日

２０１０第１１回アジア太平洋電子工業（蘇
州）展覧会 ３月２５日～３月２７日

２０１０春夏ブランドファッション＆アク
セサリー（蘇州）博覧会 ４月３日～４月１４日

２０１０蘇州国際紡績品プリント工業技術展覧会 ４月２２日～４月２４日

第１２回蘇州住宅産業博覧会／第１２回蘇
州装飾建材及び内装家屋展 ５月１日～５月４日

２０１０蘇州プリント基板（PCB）展覧会
／２０１０蘇州表面実装（SMT）展覧会 ５月１２日～５月１５日

２０１０中国（蘇州）国際中小企業交易会 ５月２１日～５月２３日

上海
上海新国際博覧中心 中国華東輸出入商品交易会 ３月１日～３月５日

２０１０上海国際服装紡績品貿易博覧会
３月１０日～３月１２日

第１５回中国国際ハードウェア博覧会

第１９回中国国際電子回路展覧会／
SEMICON CHINA２０１０／ミュンヘン上
海レーザー＆フォトニクス展／ミュン
ヘン上海電子展

３月１６日～３月１８日

第１２回中国国際フロア材料及び舗装技
術展覧会

３月２３日～３月２５日

２０１０上海国際都市庭園・景観設計及び施
設展覧会／２０１０上海国際庭園建築・木造
防腐技術応用フォーラム及び製品展示会

中国国際遮光＆省エネ技術博覧会／中
国国際門扉及びブラインド・シャッ
ター展覧会

第１７回中国国際建築、資材展覧会／屋
根、壁、フロア材料及び門扉、カーテ
ンウォール展覧会

３月２９日～４月１日
第１７回中国国際建築資材科学技術製品
展覧会＆第９回中国国際セラミック及
びサニタリー製品展覧会

第１８回上海国際ホテル用品博覧会

第１１回中国クリーン博覧会

第１７回中国国際石材＆技術装備展覧会 ４月６日～４月９日

上海国際ジュエリーフェア ４月９日～４月１２日

第２２回中国ニット製品交易会 ４月１１日～４月１３日

中国国際プラスチック＆ゴム工業展覧会 ４月１９日～４月２２日

中国（上海）国際風力エネルギー展覧会
及びフォーラム／第８回中国国際動力
設備及び発電機展覧会

４月２７日～４月２９日

中国国際自転車展覧会／中国国際電動
式自転車展覧会 ４月２７日～４月３０日

中国国際環境保護・廃棄物及び資源利用
展覧会／２０１０中国国際給排水処理展覧会 ５月５日～５月７日
国際太陽光エネルギーPV会議及び展覧会

ワールドバス博覧アジア展覧会 ５月６日～５月８日

中国国際鋳型、鋳型設備展覧会及び関
連工業展覧会 ５月１１日～５月１５日

中国国際ベーカリー展覧会 ５月１２日～５月１５日

中国国際美容化粧洗濯用品博覧会 ５月１９日～５月２１日

中国国際食品及び飲料展 ５月１９日～５月２１日

２０１０中国国際軌道交通展覧会／２０１０中国国
際トンネル及び地下プロジェクト展覧会 ５月１９日～５月２１日

中国国際建築貿易博覧会 ５月２６日～５月２９日

上海世貿商城
（上海マート）

２０１０上海国際ワイン博覧会 ３月９日～３月１１日

第１５回国際集積回路フォーラム及び展覧会 ３月１５日～３月１６日

２０１０上海国際コンバーティング＆印刷
技術・設備・材料博覧会 ３月１７日～３月１９日

２０１０上海万博特許商品仕入れ大会 ３月１８日～３月２１日

中国国際教育展 ３月２０日～３月２１日

第１４回中国国際食品添加物＆原料展覧
会兼第１９回全国食品添加物製造応用技
術展示会

３月２３日～３月２５日

国際エネルギー技術設備及び大陽エネ
ルギーPV展覧会 ３月３０日～４月１日

２０１０年中国上海国際奨励旅行及び大会博覧会 ４月８日～４月９日

中国国際染料工業及び有機顔料、紡績
化学品展覧会 ４月１４日～４月１６日

２０１０上海冷凍・冷蔵及び商品棚展覧会 ４月２１日～４月２３日

欧州高級家具販売展示会 ５月５日～５月１５日
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場 所 展 覧 会 名 期 間

上海国際展覧中心 ２０１０中国（上海）国際障害者、高齢者介
護リハビリ技術及び補助器具展覧会 ５月１７日～５月１９日

２０１０中国（上海）国際茶業博覧会 ５月２１日～５月２４日

２０１０中国国際有機食品博覧会 ５月２７日～５月２９日

深セン
深セン会議展覧中心
（Shenzhen Conven-
tion &
Exhibition Centre）

深セン国際ブランド下着フェア ４月１日～４月３日

深セン国際婚礼フェスティバル ２０１０ ４月３日～４月５日

第７５回中国エレクトロニクスフェア ４月９日～４月１１日

中国国際医療機器フェア ４月１８日～４月２１日

第１８回中国（深セン）国際ギフト・手工
芸品・時計・家庭用品フェア ４月２５日～４月２８日

第２回中国（深セン）国際仏壇仏具フェア ５月１日～５月４日

２０１０年深セン（春季）不動産フェア ５月１日～５月５日

中国フード＆ケータリングフェア ２０１０ ５月７日～５月９日

第６回中国（深セン）国際文化産業フェア ５月１４日～５月１７日

２０１０深セン・香港・マカオ国際モー
ターショー ６月１１日～６月１６日

第８回中国（深セン）国際磁気原料＆設備展示会
６月２４日～６月２６日

第８回中国（深セン）国際自動車展示会

広州
広州中国輸出商品取
引会
琶洲展館
（China Import & Ex-
port Fair {Pazhou}
Complex）

第１９回広州ギフト・文具・家庭用品展示会
４月１日～４月３日

第６回広州包装展示会

第２２回広州国際おもちゃフェア
４月８日～４月１０日

２０１０年広州国際乳児用商品フェア

第１０７回広州交易会（第１期） ４月１５日～４月１９日

第２１回広州（錦漢）ホーム＆ギフトフェア ４月２１日～４月２７日

第１０７回広州交易会（第２期） ４月２３日～４月２７日

第１０７回広州交易会（第３期）
５月１日～５月５日

第１６回広州（錦漢）アパレル＆織物フェア

２０１０年第６回中国国際食材エキスポ 広州

５月１３日～５月１５日２０１０中国（広州）ワイン＆スピリッツ展示会

２０１０中国（広州）フード機器＆包装展示会

第１２回広州機械器具展示会 ５月１３日～５月１６日

第２４回中国国際セラミック産業展示会 ５月１８日～５月２１日

第１４回中国パン製造産業展示会 ２０１０ ５月２０日～５月２２日

２０１０年第４回広州仏具展示会 ５月２１日～５月２３日

第２０回国際靴・皮革産業展示会 ６月１日～６月３日

２０１０年第８回広州国際自動車部品・ア
クセサリー・カーエアコン展示会 ６月６日～６月８日

第８回中国（広州）国際環境保護展示会 ６月９日～６月１１日

広州国際電気機器展示会 ６月９日～６月１２日

広州物流関連展示会
６月１８日～６月２０日

広州電気自動車展示会

華南（広州）医療機器展示会 ２０１０ ６月２３日～６月２５日

第１１回中国（広州）国際金属・冶金産業展示会 ６月２３日～６月２６日

香港・マカオ
Hong Kong
Convention &
Exhibition Centre

HKTDC香港エレクトロニクスフェア（春）
４月１３日～４月１６日

HKTDC香港国際電気機器フェア（春）

HKTDC香港家庭用品フェア ４月２０日～４月２３日

HKTDC香港ギフトフェア ４月２７日～４月３０日

第９回乳児・子供・家族向け関連グッズエキスポ ５月１５日～５月１６日

アジア太平洋国際ワイン＆スピリッツエキスポ ５月２５日～５月２７日

香港国際アートフェア ５月２７日～５月３０日

第５９回夏季婚礼エキスポ ２０１０
６月４日～６月６日第１１回香港ビューティ・コスメティッ

クフェスタ ２０１０

第５回ビジネス＆インセンティブ旅行エキスポ
６月１０日～６月１３日

第２４回香港国際旅行エキスポ

香港ジュエリーフェア ２０１０（６月）
６月２４日～６月２７日アジアファッション・ジュエリー・ア

クセサリーフェア（６月）

場 所 展 覧 会 名 期 間

AsiaWorld-Expo チャイナ調達フェア（エレクトロニク
ス・コンポーネント） ４月１２日～４月１５日
チャイナ調達ファア（セキュリティプロダクト）

チャイナ調達フェア（乳児・幼児関連商品）

４月２０日～４月２３日チャイナ調達フェア（家庭用品）

インド調達フェア（家庭用品）

香港国際印刷・包装フェア ４月２７日～４月３０日

アジア国際アート・アンティークショー ２０１０ ５月２１日～５月２３日

ベネチアン マカオ ２０１０マカオ国際環境協力展示会 ４月８日～４月１０日

２０１０マカオ国際消耗品展示会 ４月３０日～５月２日

マカオ・中国国際デジタルシネマフェ
スティバル＆エンターテイメントテク
ノロジーエキスポ

５月２７日～５月２９日

ペット・アクセサリーエキスポ ５月２９日～５月３０日

国際ゲームエキスポ アジア２０１０ ６月８日～６月１０日

ティーエキスポ マカオ２０１０ ６月１０日～６月１３日

バンコク
バンコク国際貿易展
示センター
（Bangkok
International Trade
& Exhibition Centre）

第３０回バンコク国際モーターショー ２０１０ ３月２６日～４月６日

バンコク国際ギフトフェア ２０１０
４月２０日～４月２５日

バンコク国際家庭用品フェア ２０１０

タイ自動車部品＆アクセサリーフェア ２０１０ ４月２８日～５月２日

ハイテク機械展示会 ２０１０

５月１３日～５月１６日

タイ自動化産業ショー

国際機械・機器展示会 ２０１０

タイ物流展示会 ２０１０

タイ機械機器・金属切断機器展示会 ２０１０

第１９回国際環境保護・汚染管理技術展示会 ６月２日～６月５日

第９回国際飲料処理・包装技術展示会

６月１６日～６月１９日
第１７回国際医薬品・化粧品包装処理技術展示会

第１５回国際水産物包装処理技術展示会

第７回プラスチック包装技術＆材料展示会

鋳物・金型機械技術貿易展示会
６月２４日～６月２７日第１１回木工・家具製造機械・アクセサ

リー・技術貿易展示会

Queen Sirikit
National Convention
Centre

第３８回ナショナルブックフェア＆第８
回バンコク国際ブックフェア ２０１０ ３月２６日～４月６日

アジア紙エキスポ２０１０ ４月２１日～４月２３日

家具・装飾部品展示会 ４月２４日～５月２日

婚礼フェア ２０１０ ５月１３日～５月１６日

ITプロダクトコンシューマーフェア ２０１０ ６月２４日～６月２７日

Impact Exhibition &
Convention Centre

タイ家具・家庭用品フェア ２０１０

３月２７日～４月４日バンコク婚礼フェア ２０１０

ファッション・ジュエリーフェア ２０１０

バンコク国際ファッション・レザーフェア ２０１０ ４月１日～４月４日

家具ショー２０１０

６月１９日～６月２７日ウェディングフェスティバル ２０１０

バンコクファッションワールド ２０１０

タイ国際レストラン・バー展示会 ２０１０ ６月２３日～６月２５日

タイ国際ドッグショー ２０１０ ６月２４日～６月２７日

ホーチミン・ハノイ
Ho Chi Minh
Tan Binh Exhibition
& Convention Centre

ベトナムサイゴン織物・衣料産業エキ
スポ ４月１４日～４月１７日

Saigon Exhibition &
Convention Centre

ベトナムサイゴン織物・衣料アクセサリーエキスポ ４月１４日～４月１７日

美容関連展示会（化粧品・美容・理
容・スパ関連設備） ４月２２日～４月２４日

産業機械機器展示会 ５月１１日～５月１４日

ベトナム水産関連国際展示会 ６月１２日～６月１４日

Giang Vo
Exhibition Centre &
Fairground, Hanoi

ベトナム国際機械機器・自動化産業展示会

５月１８日～５月２１日

ベトナム国際木材・木工機械ショー

第６回ベトナム国際フード包装処理産業フェア

第６回ベトナム国際包装印刷産業展示会

第６回ベトナム国際プラスチック・ラ
バー産業展示会
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九州の鉱工業生産動向

全国と九州の鉱工業生産指数
（２００５年＝１００・季節調整済）

（出所）九州経済産業局

業種別寄与度（鉱工業生産指数）

（出所）九州経済産業局

［基調判断］……………持ち直しの動きが見られる

２００９年１２月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、輸送機械や非鉄金属の生産が伸び悩む一

方で、一般機械や鉄鋼、化学などの生産が改善したことにより、前月比１．８％、前年同月比９．５％上昇

の９７．１と１５ヵ月ぶりに前年実績を上回るなど、持ち直しの動きが見られます。

［業種別動向］…………一般機械工業、鉄鋼業、化学工業などで上昇

鉱工業生産指数の前月比１．８％上昇について、業種別の寄与度を見ると、海外の火力発電所向け蒸

気タービン生産の受注を獲得した一般機械工業や、船舶・自動車向け鋼板が好調な鉄鋼業などがプラ

スに寄与しました。一方、１１月に台風による工場操業停止から復旧した輸送機械は、復旧後の増産の

反動もありマイナスに寄与したものの、全１７業種のうち前月から３業種増えた１１業種がプラスとなる

など、持ち直しの傾向が続いています。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向

福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）福岡県

福岡県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

福岡県の景気は、持ち直しの動きが続いています。

生産活動については、台風の影響から操業を停止していた自動車工場が操業再開したことを主因と

して輸送機械が上昇、鉄鋼など他の産業も軒並み上昇するなど、総じて持ち直しの動きが続いています。

消費活動については、買控えの影響から前年割れの水準は続いていますが、その減少幅は縮小して

おり、公共工事についても件数・金額ともに増加するなど、ともに堅調に推移しています。

［生産活動］……………底堅く推移

１１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は８７．１と前月比１．４％上昇しまし

た。

前月、一旦調整が入った総合指数は再び上昇し

ており、生産活動の底堅さを改めて確認出来るか

たちとなりました。

主要業種をみると、輸送機械は、台風の影響に

よって工場が操業停止となる状況から復旧したこ

ともあり前月比８．４％上昇し、鉄鋼など他業種に

ついても上昇しました。

［大型小売店］……………１７ヵ月連続で前年を下回る

百貨店では、おせち関連の受注は好調だったも

のの、主力となる衣料品やギフト品などで消費者

の節約志向が影響し、前年同月比５．５％減となり

ました。

スーパーにおいても、百貨店と同様に消費者の

節約志向は強く、前年同月比２．７％減少しました。

大型小売店全体では前年同月比４．０％減の７３３億

円となり、１７ヵ月連続で前年割れが続いています。

福岡県経済動向
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福岡県

［住宅建設］……………１３ヵ月連続前年割れ、減少幅は徐々に縮小

１２月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比２．０％

減の８２０戸、貸家で同３０．４％減の１，２５８戸、分譲で

同１１．４％減の６６７戸となり、全体では同１９．３％減

の２，７４７戸となりました。

着工戸数は、分譲では戸建が好調ながらもマン

ションの不調が響き１０ヵ月連続で前年割れ、貸家

も１３ヵ月連続前年割れとなっています。前月５ヵ

月ぶりの増加となった持家も僅かながら減少へ転

じましたが、いずれも減少幅は縮小傾向であり、

全体の減少幅も４ヵ月連続で縮小しています。

［公共工事］……………請負件数・金額ともに増加

１２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比９．１％増の１，１３４件、金額につい

ても同１８．７％増の２７９億円と件数・金額ともに増

加しました。

発注者別でみると、国の道路関連案件や市発注

の市営団地案件などの大型案件に加えて、市町村

が発注する小口案件も増加しており、件数・金額

ともに増加しています。

［企業倒産］……………倒産件数、負債総額ともに減少

１月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比４２．６％減の２７件となり

ました。

また負債総額は、前年同月（アミューズメント

業などの破綻により２１８億円を計上）に比べ５７．６％

減の９２億円と大きく減少しました。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向

熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県

熊本県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、電子部品・デバイスや一般機械の上昇などで、総合指数は２ヵ月ぶりに前月比上昇

しました。個人消費は低調な状態が続いているものの、公共工事は昨年７月以降、請負金額は前年比

増を維持しています。また、企業倒産の負債総額は低水準で推移しているほか、住宅建設は６ヵ月ぶ

りに前年比増加するなど、景気は持ち直しの動きが続いています。

［生産活動］……………電子部品・デバイスなどが上昇し、総合指数は
２ヵ月ぶりに上昇

１１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は８６．３と前月比５．８％上昇しまし

た。

食料品・たばこは低下したものの、集積回路な

ど電子部品・デバイスや一般機械は上昇し、総合

指数は２ヵ月ぶりに上昇しました。

［大型小売店］……………１４ヵ月連続で前年比マイナス

１２月の県内大型小売店販売額は、前年比７．２％

減の１９２億円と前年実績を下回りました。消費者

の節約志向は依然強く、前年比での減少は１４ヵ月

連続しています。

中旬後半の気温低下で冬物衣料の一部に動きが

ありましたが、衣料品は前年比１０．８％減と二桁の

マイナスとなりました。一方、飲食料品はおせち

や催事が好調で同３．５％の減少に留まりました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………持家、分譲の増加などにより、６ヵ月ぶりに
前年比プラス

１２月の新設住宅着工戸数は、全体では前年比

１３．０％増の８９８戸と、６ヵ月ぶりに前年を上回りま

した。

所得や雇用環境が悪化するなか、住宅取得優遇

制度の利用などにより持家は前年比％２２．０増の

４０５戸と増加しました。一方、貸家は前年並みの

３８８戸、分譲は都心型マンションの着工などで、

同３８．４％増の１０１戸となりました。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに前年比プラス

１２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比１８．９％増の８７４件、金額が同６．５％増

の１５９億円と、件数、請負金額ともに前年比増加

しました。

前年比増加となったのは、熊本市の下水道工事

など「市町村」発注分の工事が、件数で前年比

４２．２％増、請負金額で同４９．７％増と大きく増加し

たことが寄与しています。

［企業倒産］……………負債総額は前年比大幅減

１月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年比２６．７％減の１１件、負債総額

が同７５．４％減の１３億円となりました。

倒産は全て１０億円以下の小口倒産で、緊急融資

制度などの効果が持続し、負債総額は大幅に減少

し、低水準で推移しています。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向

長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２０００年＝１００）

（出所）長崎県

長崎県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………持ち直しの動きに一服感

生産面では、一般機械などの低下により鉱工業生産総合指数は３ヵ月連続で前月比低下しています。

また、好調だった公共工事の請負金額が３ヵ月続けて前年割れするなど、これまでの持ち直しの動き

には一服感がみられます。ただし、企業倒産は比較的落着いた動きが続き、企業進出に伴う貸家の増

加など、住宅建設は７ヵ月ぶりに増加したほか、個人消費は前年比マイナス幅が縮小するなど、一部

には持ち直しを維持する動きもみられます。

［生産活動］……………一般機械など主要産業全般が低下し、生産指数
は３ヵ月連続で前月比マイナス

１１月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比２０．０％低下し９４．３となり

ました。

主要産業全般で指数は低下し、特にタービン、

ボイラの減産による一般機械の低下が著しく、総

合指数は３ヵ月連続で低下し、持ち直しの動きに

一服感が見られます。

［大型小売店］……………節約志向により売上減少続く

１２月の県内大型小売店販売額は、依然減少が続

いており、前年比３．１％減の１２６億円となりました。

中旬後半からの気温の低下で冬物衣料の一部に

動きがみられましたが、衣料品は前年比８．６％減

少しました。業態別では、百貨店は同３．８％減、

スーパーは同２．８％減少しました。マイナス幅は

両業態とも、前月比縮小しています。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………持家、貸家、分譲ともに増加

１２月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比１．８％

増の２２３戸、貸家では同３．６％増の３１６戸、都心型

マンションの着工で分譲は同３．７倍の１２９戸と急増

し、全体では同１９．３／％増の６６８戸となりました。

県北地区への企業進出に伴う貸家建設などの要

因もあり、７ヵ月ぶりに前年実績を上回りました。

［公共工事］……………請負金額は３ヵ月連続で前年比減少

１２月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２．５％増の４９５件、金額が同１５．２％減

の１１９億円と、請負金額は３ヵ月連続で前年比減

少しました。

大型工事は、佐世保市発注の佐世保港浚渫工事

などがあり、市町発注分は前年比２．１倍と大幅に

増加しました。しかし、「国」「県」などからの発

注減により、全体では前年実績を下回りました。

［企業倒産］……………大型倒産等は発生せず、落着いた状況

１月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比１０．０％減の９件、負債総額

が同９２．８％減の６億２，３００万円となりました。

負債額については１０億円超の大型倒産はなく、

前年同月に１件発生した大型倒産の反動により、

前年比は大幅に減少しました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １０４．５ １．３ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ４．０ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００８．１１ ９３．１ ▲１６．５ ９３．６ ▲１７．０ １０９．５ ４．３ ▲１２．２ ▲２６．８ ▲１４．４ ８，４４３ ▲２．８ ７，３０３ ２．６

１２ ８５．３ ▲２０．７ ８６．０ ▲２０．７ １０９．７ ４．８ ▲２．７ ▲３５．０ ▲２１．５ ７，８５０ ▲６．４ ８，８１５ １４．０
２００９．１ ７６．７ ▲３０．９ ７６．７ ▲３１．６ １０８．０ ２．８ ▲３．８ ▲４５．７ ▲３１．９ ６，０１９ １．９ ７，６４９ １９．９

２ ６９．５ ▲３８．４ ７２．０ ▲３６．７ １０３．５ ▲１．７ ０．６ ▲４９．４ ▲４３．０ ６，３４９ ▲２．８ ７，９０８ ２９．２
３ ７０．６ ▲３４．２ ７３．１ ▲３２．４ ９９．８ ▲５．２ ▲１．３ ▲４５．５ ▲３６．６ １５，９６９ １５．３ ６，５７１ ▲２２．２
４ ７４．８ ▲３０．７ ７５．３ ▲３０．７ ９７．１ ▲７．２ ▲５．４ ▲３９．１ ▲３５．８ １３，２８８ ２０．５ ６，１０７ ▲２４．８
５ ７９．１ ▲２９．５ ７８．９ ▲３０．０ ９６．４ ▲８．４ ▲３．０ ▲４０．９ ▲４２．４ ７，８６６ ２．５ ５，２８９ ▲４２．２
６ ８０．９ ▲２３．５ ８１．７ ▲２２．６ ９５．３ ▲１０．３ ９．７ ▲３５．７ ▲４１．９ １０，９７７ １２．７ ６，７０９ ▲２０．４
７ ８２．６ ▲２２．７ ８３．７ ▲２２．０ ９５．０ ▲１０．６ ▲９．３ ▲３６．５ ▲４０．８ １２，５１１ ２．５ ７，５４７ ▲３６．４
８ ８３．９ ▲１９．０ ８４．２ ▲１９．０ ９５．１ ▲１０．３ ０．５ ▲３６．０ ▲４１．２ １０，０６３ ８．７ ６，２３４ ▲３１．７
９ ８５．７ ▲１８．４ ８７．７ ▲１６．８ ９４．７ ▲１２．１ １０．５ ▲３０．６ ▲３６．９ １４，３１４ ２２．１ ５，０５４ ▲３２．８
１０ ８６．１ ▲１５．１ ８８．８ ▲１３．０ ９３．３ ▲１４．４ ▲４．５ ▲２３．２ ▲３５．６ １２，６６５ ８．３ ５，９３２ ▲２９．９
１１ ８８．０ ▲４．２ ８９．６ ▲３．１ ９３．７ ▲１４．４ ▲１１．３ ▲６．３ ▲１６．８ ８，４４１ ▲０．０ ６，７３３ ▲７．８
１２ ８９．７ ５．１ ９０．５ ５．２ ９３．６ ▲１４．７ ２０．１ １２．０ ▲５．５ ８，６５８ １０．３ ６，１０２ ▲３０．８

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ ▲０．３ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００８．１１ ８４，２７７ ０．０ ▲１１．７ １．７ １１．０ １０７．５ ２．４ １０１．７ １．０ １７，８２０ ▲１．７ １８５，９４１ ▲２７．９

１２ ８２，１９７ ▲５．８ ▲７．３ ▲４．１ ▲７．５ １０６．３ ０．９ １０１．３ ０．４ ２１，５９０ ▲４．８ １５７，９３９ ▲２２．９
２００９．１ ７０，６８８ ▲１８．７ ▲１０．８ ▲１８．４ ▲２６．４ １０４．７ ▲０．９ １００．７ ０．０ １８，０６９ ▲３．８ １５３，２７３ ▲２８．０

２ ６２，３０３ ▲２４．９ ▲９．９ ▲２８．５ ▲３４．４ １０４．２ ▲１．９ １００．４ ▲０．１ １４，４９７ ▲６．７ １９３，３９８ ▲３２．２
３ ６６，６２８ ▲２０．７ ▲１３．１ ▲１１．２ ▲４２．１ １０３．９ ▲２．６ １００．７ ▲０．３ １６，５１４ ▲６．７ ２８５，６４０ ▲３１．０
４ ６６，１９８ ▲３２．４ ▲１５．８ ▲３３．０ ▲５４．３ １０３．３ ▲４．１ １００．８ ▲０．１ １５，９６０ ▲５．０ １４６，２２９ ▲２７．２
５ ６２，８０５ ▲３０．８ ▲１４．９ ▲３３．３ ▲４８．１ １０２．８ ▲５．６ １００．６ ▲１．１ １６，１８５ ▲４．５ １５９，４１０ ▲１６．２
６ ６８，２６８ ▲３２．４ ▲１０．５ ▲３８．４ ▲５０．０ １０２．５ ▲６．７ １００．４ ▲１．８ １６，０２９ ▲５．２ ２１９，５０６ ▲９．４
７ ６５，９７４ ▲３２．１ ▲１２．２ ▲３６．０ ▲５０．１ １０２．９ ▲８．５ １００．１ ▲２．２ １７，３６０ ▲７．０ ２６５，８１１ ▲０．５
８ ５９，７４９ ▲３８．３ ▲２０．０ ▲４２．２ ▲５３．５ １０２．９ ▲８．５ １００．４ ▲２．２ １５，６９６ ▲５．０ １７９，５８１ ８．４
９ ６１，１８１ ▲３７．０ ▲１９．７ ▲３９．０ ▲５２．５ １０２．９ ▲８．０ １００．４ ▲２．２ １４，９３５ ▲４．２ ２９３，７０５ ９．２
１０ ６７，１２０ ▲２７．１ ▲４．９ ▲３５．６ ▲４０．６ １０２．１ ▲６．８ １００．０ ▲２．５ １５，６１１ ▲６．３ ２４０，１６９ １８．８
１１ ６８，１９８ ▲１９．１ ８．３ ▲２５．３ ▲３８．２ １０２．１ ▲５．０ ９９．８ ▲１．９ １６，２１６ ▲９．０ ２６７，７０６ ４４．０
１２ ６９，２９８ ▲１５．７ ３．０ ▲２２．７ ▲２７．４ １０２．２ ▲３．９ ９９．６ ▲１．７ ２０，６９４ ▲４．１ ２２９，６２０ ４５．４

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５２，６５９ ０．４ ４０，０３５ １．８
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００８．１１ １０９，１９７ ３．３ ３６６，６６４ ０．３ ３１０，１４６ ２．４ ０．７６ ４．０ １，２７７ ５．３ ５５，１６３ １．６ ４１，３６４ ４．２

１２ ９３，７５９ ▲６．０ ８２１，２８０ １．７ ３６５，４３５ ▲３．７ ０．７３ ４．３ １，３６２ ２４．２ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００９．１ １０２，１０４ ▲３．９ ３６９，２０１ ０．６ ３２１，７３２ ▲５．７ ０．６７ ４．１ １，３６０ １５．８ ５５，１１８ １．７ ４１，８７２ ４．５

２ １３０，２７９ ▲８．７ ３９０，２９２ ▲３．１ ２９５，４９４ ▲１．０ ０．５９ ４．４ １，３１８ １０．４ ５５，５７０ ２．２ ４１，９４８ ４．５
３ １７７，０９１ ▲１１．０ ３６６，１６３ ▲３．５ ３４４，６４３ ０．５ ０．５２ ４．８ １，５３７ １４．１ ５６，４７０ ２．６ ４２，２２５ ４．３
４ ８９，５８５ ▲１４．４ ３８６，４４４ １．３ ３４４，５１４ ０．３ ０．４６ ５．０ １，３２９ ９．４ ５６，４０７ ２．４ ４１，７９７ ４．１
５ ８４，９９０ ▲１９．４ ３４１，７４８ ０．９ ３１７，１９５ ０．６ ０．４４ ５．２ １，２０３ ▲６．７ ５６，３１１ ２．４ ４１，７００ ３．６
６ ９９，５４９ ▲１７．８ ５６３，０５０ ▲５．３ ２９９，４３９ ▲２．８ ０．４３ ５．４ １，４２２ ７．４ ５６，８３２ ２．５ ４１，５９４ ２．９
７ １０６，２５５ ▲８．０ ４６９，５７１ ▲３．０ ３１６，６２３ ▲４．２ ０．４２ ５．７ １，３８６ １．０ ５６，２６８ ２．５ ４１，５２７ ２．８
８ ８３，７５７ ▲６．０ ３８９，４９８ ▲５．５ ３１８，０６７ ▲１．４ ０．４２ ５．５ １，２４１ ▲１．０ ５６，１１１ ２．６ ４１，３７８ ２．４
９ １１９，７４３ ▲６．３ ３４８，７８５ ▲２．９ ３０１，７９６ ▲１．９ ０．４３ ５．３ １，１５５ ▲１８．０ ５６，４２５ ２．７ ４１，６６９ ２．６
１０ ９８，６０６ ▲１２．２ ３８７，０４８ ▲４．７ ３０６，３９９ ▲２．３ ０．４４ ５．１ １，２６１ ▲１１．８ ５５，９７４ ２．７ ４１，４４５ １．３
１１ １００，２７１ ▲８．２ ３５４，７５３ ▲３．２ ３０３，５６４ ▲２．１ ０．４５ ５．２ １，１３２ ▲１１．４ ５６，５０５ ２．４ ４１，３６１ ▲０．０
１２ ９１，１９９ ▲２．７ ７６８，３８６ ▲６．４ ３５９，２５４ ▲１．７ ０．４６ ５．１ １，１３６ ▲１６．６ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大

型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００８．１１ ▲１９．０ ▲１９．１ ２７９ ▲１９．８ １９２ １４．７ ３，１５３ ７．６ ▲１８．８ ９．７ ５７．７ １０１．０ ０．６ ５８，４１１ ▲２．５

１２ ▲３８．４ ▲１８．４ ２３５ ▲２５．５ ２６０ ▲１４．９ ３，４０５ ▲３．８ ４．４ ▲９．７ ３．０ １００．６ ０．２ ７６，３６１ ▲４．６
２００９．１ ▲４８．５ ▲３７．６ ２２０ ▲２２．３ １６６ ▲４７．０ ２，６７８ ▲３２．０ ▲１５．８ ▲７．０ ▲７５．１ １００．１ ▲０．１ ６０，１７６ ▲４．１

２ ▲５１．１ ▲４３．８ １６４ ▲１３．７ １４０ ▲４８．４ ２，８６６ ▲７．１ ▲１４．２ ▲３５．８ ８８．２ ９９．６ ▲０．１ ４８，０００ ▲５．７
３ ▲４３．６ ▲３６．０ ４３９ ▲２．５ ２１２ １０．７ ２，５２９ ▲２２．２ ▲１３．５ ▲２１．７ ▲１８．３ ９９．８ ▲０．４ ５４，１７１ ▲７．４
４ ▲２９．１ ▲３６．５ ４４７ ２８．４ １４４ ▲３２．８ ２，２６４ ▲４３．８ ▲２０．４ ▲５２．７ ▲４１．８ １００．２ ０．２ ５２，７４０ ▲４．６
５ ▲４０．１ ▲３６．６ ２２０ ▲６５．６ ２００ ▲２１．３ ２，３６７ ▲５３．９ ▲１８．０ ▲６７．９ ▲５０．２ １００．０ ▲１．０ ５４，２０５ ▲４．３
６ ▲２７．４ ▲３６．９ ２４４ ▲１９．２ １９０ ▲５７．６ ２，４３９ ▲４２．５ ２．９ ▲５８．８ ▲４８．７ ９９．７ ▲１．８ ５１，５０５ ▲４．０
７ ▲３８．９ ▲３９．０ ３８７ ▲２．０ １２４ ▲６９．４ ２，２７６ ▲５２．７ ▲１２．０ ▲６３．９ ▲５７．１ ９９．５ ▲２．３ ６１，２６５ ▲８．３
８ ▲３８．１ ▲４１．７ ３８５ ２６．３ １８２ ▲５８．６ １，９３８ ▲５６．９ ▲１９．２ ▲６０．６ ▲８０．４ ９９．７ ▲２．３ ５３，６９２ ▲３．０
９ ▲３６．９ ▲３５．７ ４７９ ２５．３ ２８３ ▲７．２ ２，０７８ ▲４９．０ ▲１７．７ ▲４８．３ ▲８０．４ ９９．８ ▲２．０ ４９，３１５ ▲２．６
１０ ▲２７．７ ▲３４．５ ４５１ ▲０．７ ２５９ ▲３３．４ ２，３６４ ▲３３．０ ▲１．６ ▲４５．２ ▲３３．３ ９９．４ ▲２．３ ５２，５９４ ▲４．７
１１ ▲１９．１ ▲２２．６ ２５２ ▲１０．０ １９８ ３．２ ２，４５１ ▲２２．３ １０．８ ▲３３．８ ▲２４．２ ９８．９ ▲２．１ ５２，８３２ ▲９．６
１２ ２３．１ ▲１２．９ ２７９ １８．７ ２１３ ▲１８．２ ２，７４７ ▲１９．３ ▲２．０ ▲３０．４ ▲１１．４ ９８．７ ▲１．９ ７３，３０２ ▲４．０

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０２．６ ２．６ １０２．６ ２．６ １０９．３ ９．３ ９８．３ ▲１．７ １０７．４ ７．４ １０３．０ ３．０ １１３．８ １３．８
２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００８．１１ ８９．３ ▲１６．８ ９１．４ ▲１４．３ １１２．１ ▲６．２ １０６．７ ０．５ ７６．１ ▲４２．６ ８３．３ ▲２３．０ １２４．６ ４．０

１２ ８６．４ ▲１８．７ ７８．２ ▲２７．５ １０８．９ ▲７．８ ９９．２ ▲７．５ ６８．９ ▲４６．９ ８１．３ ▲２４．２ １２９．１ ２．９
２００９．１ ７４．８ ▲２９．５ ５７．４ ▲４５．９ ８８．５ ▲２９．４ ８５．６ ▲２１．５ ６２．９ ▲４９．７ ７１．６ ▲３３．１ １２２．０ ▲４．５

２ ６４．８ ▲４１．４ ５６．５ ▲４７．４ ７２．５ ▲４１．８ ７５．７ ▲３４．８ ３８．４ ▲７１．４ ６０．０ ▲４６．２ １２２．３ ６．１
３ ７０．４ ▲３４．２ ５８．３ ▲４３．２ ６９．８ ▲４０．２ ８８．７ ▲２９．８ ４３．８ ▲６３．４ ６５．５ ▲３８．０ １１９．７ ▲３．１
４ ７２．４ ▲３２．２ ５８．４ ▲４５．２ ６３．８ ▲４７．５ ６２．８ ▲４８．０ ６７．０ ▲４５．２ ７３．０ ▲３１．６ １１８．１ ▲７．１
５ ７９．６ ▲２８．２ ７１．０ ▲３３．４ ６２．１ ▲４３．８ ７０．５ ▲４０．３ ８４．１ ▲３９．７ ７８．０ ▲３０．６ １１２．１ ▲３．８
６ ８０．０ ▲２４．１ ７４．１ ▲２９．３ ６２．６ ▲４７．６ ６３．９ ▲３８．７ ８６．３ ▲３１．１ ７９．４ ▲２４．０ １１８．１ ▲５．７
７ ８１．４ ▲２４．９ ８４．２ ▲１８．７ ６４．３ ▲４４．６ ６２．８ ▲４４．６ ８４．３ ▲３５．４ ８１．３ ▲２６．２ １２６．９ ７．４
８ ８４．７ ▲１７．８ ８６．０ ▲１４．４ ６８．０ ▲４０．５ ７３．４ ▲３５．８ ９７．１ ▲１５．９ ８５．９ ▲１６．７ １１１．４ ▲１１．０
９ ８８．５ ▲１４．４ ８７．５ ▲１３．２ ７５．６ ▲３６．７ ７３．９ ▲３７．２ １０８．０ ▲９．１ ８９．５ ▲１２．８ １０４．１ ▲９．４
１０ ８５．９ ▲１２．３ ８６．１ ▲１４．４ ７０．６ ▲３６．２ ６９．０ ▲３９．７ ９６．７ ▲２．４ ８５．９ ▲１０．５ １０１．７ ▲１３．５
１１ ８７．１ ▲４．４ ９２．５ ０．８ ８０．１ ▲２９．１ ６８．２ ▲３５．８ １０４．８ ３１．２ ８７．７ １．７ １００．７ ▲１８．９
１２

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００８．１１ ７，３０６ ▲２４．２ ４，３９２ ▲３．１ ３２８，９７１ ▲３．４ ２６９，１７３ ▲７．１ ０．５７ ４９ ４．３ １７２，０７５ ２．１ １３５，２１３ ２．０

１２ ５，７９０ ▲２６．８ ３，４７６ ▲８．９ ７１９，０２１ ▲０．２ ３２１，０５９ ▲１５．１ ０．５４ ４６ １７．９ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００９．１ ５，６６９ ▲２８．８ ４，３１７ ▲０．６ ３３１，０８１ ▲３．５ ２８０，７９５ ▲１５．９ ０．５３ ４７ ２７．０ １７４，０４７ ２．６ １３７，８９３ ３．５

２ ７，４１１ ▲３２．９ ５，４５１ ▲４．９ ３４０，３３４ ▲１１．３ ３２０，８５７ ▲１０．６ ０．４９ ３１ ▲３．１ １７４，８０２ ３．０ １３９，５３７ ３．８
３ １０，０６７ ▲３３．１ ７，２１０ ▲７．５ ３６３，５６２ ４．９ ３０２，７０７ ▲１２．６ ０．４７ ４４ ▲２６．７ １７３，１２３ ２．０ １３８，８３０ ２．８
４ ５，６２６ ▲２６．８ ３，４４３ ▲１４．５ ３６３，１５７ ６．８ ３４５，２２９ ０．４ ０．４４ ３６ ▲１０．０ １７６，９８４ ２．１ １３９，０５３ ３．８
５ ５，８３０ ▲１７．６ ３，０５８ ▲２７．６ ３２１，８０３ ９．１ ２８８，６０７ ▲４．０ ０．４１ ４２ ▲８．７ １７７，９９２ ３．１ １３９，６６４ ３．６
６ ８，０６８ ▲１２．５ ４，１０９ ▲１５．１ ５１２，６４２ １．８ ２６５，０１９ ▲１．６ ０．３９ ４８ ▲２．０ １７７，８６９ ２．４ １３６，９６５ １．８
７ １０，２３７ ０．７ ４，３３０ ▲１１．９ ４５２，８００ ７．６ ３０２，５３６ ▲０．０ ０．３８ ４５ ２８．６ １７６，０９８ ２．５ １３７，６３５ ２．２
８ ７，４５４ １１．０ ３，４７３ ▲４．７ ３４９，７９９ ▲１０．４ ３０６，４２１ ▲７．７ ０．３８ ３３ ▲２５．０ １７６，０６３ ２．１ １３７，５４９ １．９
９ １１，４４９ １２．８ ４，９１９ ▲１．８ ３２２，３８７ ▲０．９ ３１１，９４５ ９．８ ０．３９ ４４ ▲２２．８ １７５，６５４ ２．９ １３８，１８２ ３．３
１０ ９，０９７ １７．７ ３，８９１ ▲４．３ ３５３，６２９ ▲１．６ ３０８，２３９ ５．８ ０．４０ ３４ ▲３２．０ １７６，５６７ ３．２ １３８，８１８ ３．６
１１ １０，２２２ ３９．９ ４，０５５ ▲７．７ ３３１，２６３ ０．７ ２６８，６３０ ▲０．２ ０．４１ ３１ ▲３６．７ １７７，０６７ ２．９ １３８，３６３ ２．３
１２ ８，４８６ ４６．６ ３，５５６ ２．３ ６４９，８９１ ▲９．６ ３６５，６６７ １３．９ ０．４０ ４５ ▲２．２ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００８．１１ ▲３１．４ ３０．０ １１５ ▲３６．６ ８２ ▲１１．８ １，１６４ ２．２ ▲１１．１ ９．５ ５８．５ １０１．４ １．１ １５，００６ ▲１．４

１２ ▲５３．３ ２６．８ １４９ ▲１４．１ ８２ ▲１９．１ ７９５ ▲２３．１ ▲４．３ ▲２４．２ ▲５２．３ １０１．１ ０．８ ２０，６８３ ▲４．２
２００９．１ ▲５４．２ ▲１８．４ １０２ ▲４．９ ４３ ▲６２．８ ７７１ ▲３７．９ ▲１５．４ ▲５８．５ １１．４ １００．６ ０．６ １６，５２４ ▲３．０

２ ▲５５．３ ▲３．０ ９９ ▲３７．３ ５０ ▲６２．６ ８２５ ▲１４．３ １７．８ ▲３４．５ ０．０ １００．２ ０．２ １２，２００ ▲１０．０
３ ▲５６．２ ５３．１ ２３２ ▲１３．３ ３６ ▲４６．８ ８１９ １１．０ ６．４ ▲３６．６ １３５．４ １００．６ ０．３ １４，３１９ ▲５．７
４ ９．０ ▲３７．９ ２６８ １１．３ ５４ ２８．８ ８１６ ▲１７．９ ▲３５．４ ▲３４．２ ９０．１ １００．８ ０．７ １３，６１４ ▲６．６
５ ▲１３．５ ▲６０．４ ９４ ▲４７．８ ５８ ▲２０．１ ６５０ ▲３８．４ ▲４．９ ▲５６．８ ▲１５．８ １００．５ ▲０．５ １４，１２０ ▲４．７
６ ▲６．３ ▲２２．１ ８７ ▲７．１ ５４ ▲３３．１ １，０８７ ２．３ ▲４．５ １９．５ ▲１２．５ １００．４ ▲１．０ １３，２７５ ▲５．６
７ ▲４７．５ ▲４０．２ １６５ ３２．２ ６０ ▲６６．２ ９２５ ▲６．８ ▲７．６ ▲５．５ ▲１４．０ １００．２ ▲１．３ １５，８８３ ▲８．４
８ ▲３０．２ ▲７０．８ １９１ ４９．９ ５１ ▲４５．０ ７５０ ▲４０．９ ▲３１．８ ▲３９．０ ▲６８．１ １００．４ ▲１．４ １３，７９７ ▲６．２
９ ▲７２．６ ▲４２．４ ３１１ ２９．７ ６８ ▲１１．６ ７５６ ▲２６．０ ▲２．４ ▲５１．４ ６３．５ １００．６ ▲１．６ １２，３８５ ▲２．８
１０ ▲１２．２ ▲５１．３ ２４９ １４．１ ９７ ２９．０ ６４８ ▲４８．０ ▲２１．８ ▲５７．６ ▲６９．４ １００．４ ▲１．９ １３，６８３ ▲５．３
１１ ▲３４．８ ▲２９．９ １６７ ４５．３ ６５ ▲２０．５ ８９７ ▲２２．９ １４．２ ▲４１．９ ▲２７．４ １００．３ ▲１．１ １３，７３８ ▲８．４
１２ ２５０．５ ▲４７．６ １５９ ６．５ ６５ ▲２０．３ ８９８ １３．０ ２２．０ ０．０ ３８．４ １００．１ ▲１．０ １９，１９３ ▲７．２

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００８．１１ ２，２００ ▲２６．４ ２，１８１ ７．９ ３３５，７４３ ▲５．８ ２９４，８６３ １．１ ０．５２ １３ ▲７．１ ４８，２５４ ２．６ ２９，０７４ ３．０

１２ １，５８５ ▲２２．５ １，９３０ ▲３．５ ６７３，２２０ ▲２０．６ ３４０，１５９ ▲２．６ ０．４９ ２３ １０９．１ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００９．１ １，９８１ ▲１９．４ ２，２２７ １．３ ３２６，４３７ ▲５．２ ３４２，５０６ ９．５ ０．４４ １５ ５０．０ ４８，２３１ ２．２ ２９，４００ ４．０

２ ２，３３４ ▲２８．２ ２，７６２ ▲４．２ ３３１，８４９ ▲１．７ ２４５，７６３ ▲１２．０ ０．４１ ７ ▲５３．３ ４８，４２０ ２．６ ２９，３３６ ４．０
３ ３，５０９ ▲２５．７ ３，３２７ ▲１３．０ ３２６，６８８ ▲７．２ ３８３，１２２ １８．６ ０．４０ １１ ▲２６．７ ４７，９８９ １．８ ２９，４９０ ２．１
４ １，７４６ ▲１９．８ １，７７８ ▲１０．８ ３３３，２０１ ▲０．１ ３２４，８５７ ▲５．３ ０．３６ ５ ▲２８．６ ４９，２２８ ３．１ ２９，１４７ ３．２
５ １，８２４ ▲１４．４ １，７７７ ▲１８．２ ３０９，０３８ ▲２．３ ２８９，５２５ ▲８．０ ０．３５ ８ ▲５２．９ ４９，３７７ ２．０ ２９，２４９ １．９
６ ２，６８６ ７．７ ２，０４４ ▲１５．４ ５４７，２９２ ▲２．７ ２６６，５７７ ▲５．１ ０．３６ ２０ ２５．０ ４９，６６８ ０．９ ２９，１４４ １．８
７ ３，２０３ ２．１ ２，１１７ ▲８．９ ３９１，４３３ ▲４．６ ３０５，１０４ ▲８．７ ０．３５ １０ ▲２８．６ ４８，８５８ ０．７ ２９，２５８ １．８
８ ２，２９５ ２８．９ １，８１１ ▲６．８ ３１８，０９５ ▲８．５ ２８３，６３５ ▲１．２ ０．３６ ７ ▲６５．０ ４８，９７８ ０．６ ２９，１９３ １．２
９ ３，７７９ ２３．１ ２，３０１ ▲２．６ ３４１，１７２ ０．４ ３３０，０３４ １４．２ ０．３７ ７ ▲５６．３ ４８，７１３ １．１ ２９，４４８ １．８
１０ ３，１３３ ４３．７ １，９５５ ▲５．１ ３９６，９０２ ３．７ ３２２，０９７ ８．１ ０．３９ １５ １５．４ ４９，２４８ ２．６ ２９，４３５ ２．３
１１ ３，６５４ ６６．１ １，９９７ ▲８．４ ３５９，０４５ ６．９ ２９２，８５１ ▲０．７ ０．３９ １３ ０．０ ４９，１５８ １．９ ２９，２０８ ０．５
１２ ２，７０９ ７０．９ １，９０３ ▲１．４ ７５７，６１８ １２．５ ３５８，７６３ ５．５ ０．３９ ９ ▲６０．９ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０９．６ ９．６ １００．５ ０．５ １２２．５ ２２．５ １１１．０ １１．０ ９９．２ ▲０．８ １０８．６ ８．６ １１２．０ １２．０
２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００８．１１ ９７．１ ▲１２．６ ９５．９ ▲２．６ １１８．９ ▲２２．９ ５６．６ ▲４３．２ １０２．１ １１．２ ９５．１ ▲１４．２ １３４．１ １８．８

１２ ９３．０ ▲１１．３ ９３．４ ▲１．１ １１２．１ ▲２２．２ ６３．０ ▲４０．１ １０１．７ ２７．８ ８９．７ ▲１１．５ １４３．３ ２５．８
２００９．１ ８２．６ ▲２３．２ ９６．３ ▲２．７ ８６．１ ▲４３．２ ７０．７ ▲２７．７ ７５．２ ▲７．１ ８３．９ ▲１９．８ １４４．４ １６．６

２ ７５．８ ▲３１．９ ９５．５ ▲７．９ ７４．１ ▲５３．５ ５３．０ ▲４５．４ ７６．３ ▲１０．４ ７６．５ ▲２８．５ １４１．８ １３．４
３ ７１．３ ▲３４．２ ９８．９ １．２ ７８．８ ▲５０．６ ６２．１ ▲３２．２ ７２．７ ▲８．７ ７３．３ ▲３０．５ １２０．３ １．８
４ ７７．３ ▲２９．２ ９３．０ ▲５．３ １０４．６ ▲３０．２ ３２．６ ▲６８．０ ６８．７ ▲２２．２ ７６．０ ▲２８．２ １１３．１ ▲０．３
５ ７６．８ ▲３０．０ ９３．３ ▲６．７ １００．３ ▲３３．７ ３０．１ ▲６５．８ ７５．３ ▲２３．６ ７６．４ ▲２８．９ １１５．２ ▲２．６
６ ７８．４ ▲２４．２ ９８．２ ０．９ １０８．７ ▲１９．３ ４８．３ ▲３２．７ ７１．７ ▲２８．８ ７８．４ ▲２１．３ １０９．６ ▲９．５
７ ８０．３ ▲２１．３ １００．２ ０．７ １１１．３ ▲１９．１ ５０．２ ▲２４．８ ６９．１ ▲３０．２ ７８．６ ▲２２．３ １０７．６ ▲１３．８
８ ８１．４ ▲２０．２ ９６．１ ▲７．１ １０７．９ ▲１８．４ ３８．３ ▲４４．５ ７５．９ ▲２１．５ ７９．０ ▲２０．４ １０６．４ ▲１３．９
９ ８４．３ ▲１８．６ ９１．５ ３．５ １１８．７ ▲１４．０ ４５．６ ▲２４．８ ６６．８ ▲３６．０ ８３．８ ▲１８．５ １０３．０ ▲１４．３
１０ ８１．６ ▲１８．９ ９７．７ ０．５ １０９．２ ▲１７．０ ４４．７ ▲２９．４ ６６．５ ▲３５．０ ７９．７ ▲１９．３ ９４．９ ▲２５．６
１１ ８６．３ ▲１０．１ ９３．８ ▲０．５ １１８．８ ０．９ ５５．３ ▲０．５ ７１．０ ▲２９．１ ８３．５ ▲１１．０ ９５．０ ▲２９．１
１２

出所 熊本県統計課

（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００８．１１ ▲１０．８ ６．６ ６，０４８ ▲６．８ １２１ ▲３３．７ ２５ ▲２７．１ ６９２ ３．６ ▲１７．１ ▲４２．２ ６４８．６ ３８９ ▲１５．８１０１．０ １．０

１２ ２８．１ １５．６ ７，５１１ ０．７ １４１ ４．５ ４７ ７０．０ ５６０ ▲３．３ ７．４ ▲１０．８ ９．４ ３１４ ▲２０．８１００．９ ０．８
２００９．１ ５８．３ ▲７９．６ ５，４３１ ▲２．１ １２７ ３５．９ １６７ ２９０．９ ４７２ ▲７．８ ▲２２．７ ３．８ ▲７．９ １８３ ▲２９．８１００．５ ０．７

２ ９．４ ▲３１．５ ５，１０４ ▲９．５ １５０ １１．８ ３４ ▲３．７ ５０５ ▲８．０ ▲１４．６ ５．６ １０．０ ２０９ ▲３４．４１００．１ ０．５
３ ２６．２ ▲３０．７ ５，５２０ ▲１６．５ ２００ ▲１６．８ ２７ ▲２．９ ２９２ ▲４７．７ ▲３９．７ ▲５４．０ ▲５０．０ ４０７ ▲１７．０１００．５ ０．５
４ ▲５３．５ ▲３７．０ ５，７３９ ▲２４．６ １５２ １２５．８ ４１ ▲３５．３ ４６５ ▲１０．２ ▲３．９ ▲１５．５ ▲６２．０ ２８７ ▲２８．２１００．６ ０．４
５ ２２．２ ▲６６．４ ５，０１１ ▲２５．７ １０４ １４７．０ ４４ ２６．５ ４２４ ５．７ ２．９ ３９．６ ▲７９．３ ４６５ ▲１２．２１００．４ ▲０．５
６ ３．２ ▲４９．５ ４，０５６ ▲２８．７ １４１ ２２．６ ７９ ６８．６ ５１１ ▲３２．５ ▲１３．０ ▲４９．３ ▲２９．１ ２３２ ▲１５．７ ９９．７ ▲１．４
７ ２３．３ ▲５７．０ ３，９０５ ▲３２．７ ２４５ ９７．６ ２７ ▲７２．６ ３６１ ▲２１．０ ▲５．２ ▲２５．０ ▲７３．５ ２４３ ▲２６．９ ９９．６ ▲１．９
８ １６．６ ▲５１．８ ４，５７０ ▲４．０ １８６ ２３．２ １４ ▲７９．２ ３７３ ▲３８．８ ▲２９．３ ▲２０．４ ▲９２．６ ５３９ ▲０．８１００．０ ▲１．８
９ ６１．３ ▲６１．１ ４，２４６ ▲２５．４ ２６４ ７３．１ ５５ ３３．１ ４３７ ▲３０．２ ▲３．０ ▲３０．０ ▲６２．０ ３７１ １３．６ ９９．７ ▲２．２
１０ ▲１０．０ ▲４８．９ ５，０３１ ▲１４．０ １６９ ▲１２．０ ３４ ▲３２．６ ６０７ ▲１３．７ ▲１５．３ ▲９．９ ▲１８．８ ３４４ ▲１６．５ ９９．３ ▲２．６
１１ ４６．６ ▲１２．８ ５，０３１ ▲１６．８ １００ ▲１７．２ ３７ ４９．３ ６５２ ▲５．８ ▲１９．７ ８５．６ ▲９５．０ ３０８ ▲２１．０ ９９．３ ▲１．７
１２ ▲５９．８ ▲３６．５ ６，２５７ ▲１６．７ １２０ ▲１５．２ ３６ ▲２２．０ ６６８ １９．３ １．８ ３．６ ２６８．６ ２６２ ▲１６．７ ９９．０ ▲１．９

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ７．０
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １１８．５ １１．９ １５５．２ ４５．８ １０２．６ ２．６ ４６．０ ▲２５．４ １４５．８ １８．７ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００８．１１ １０８．５ ▲２．９ １３５．０ ４５．４ ９５．２ ▲１２．１ ５３．５ ３．０ １５１．５ ４．２ １６９ ▲１２．２ ３１６ １４．８ ▲１２．２

１２ １０８．０ ▲５．１ １２３．４ ２２．４ １０１．０ ４１６．４ ４８．３ ▲６．７ １５０．３ １１．４ １７８ ▲２．０ ３０３ ２２．３ ▲３８．７
２００９．１ ８５．１ ▲２８．７ １１１．２ ▲１５．３ １０１．０ ▲４．４ ４４．０ ▲１１．９ １１４．９ ▲１７．１ １５７ ▲８．８ ２６２ ０．６ ▲４３．７

２ ８１．２ ▲３６．６ １００．８ ▲３１．６ ９５．０ ▲１７．４ ４６．４ ▲３．６ １３８．０ ▲１．０ １６３ ▲１５．７ ２１５ ▲１２．８ ▲３８．２
３ ７１．４ ▲２９．１ ８５．０ ▲３９．１ ９７．９ ▲７．５ ５８．８ ５２．５ １４０．２ ６．６ １９２ ２．６ ２０１ ▲１０．３ ▲４４．４
４ ８１．４ ▲３３．７ ７２．３ ▲５０．２ ９９．７ ▲２．７ ４３．８ ▲６．６ １４６．６ ６．４ ２０２ ０．１ ２０１ ▲１６．１ ▲４８．８
５ ９１．４ ▲２４．９ ９８．５ ▲３８．５ １０４．８ ４．６ ４０．３ ▲１６．０ １４３．０ ３．６ １８２ ▲０．８ １９７ ▲１９．４ ▲２０．０
６ １０９．８ ▲８．７ １１６．０ ▲２７．５ １０２．１ １１．１ ３４．２ ▲２７．６ １４３．６ ▲１．７ １９６ ▲３．３ ２０７ ▲２９．７ ▲２５．０
７ １１２．６ ▲７．８ １３６．７ ▲２５．８ １０６．９ ５．４ ３７．８ ▲３５．１ １６７．１ １０．４ １９５ １１．０ ２０１ ▲２６．０ ▲１．０
８ １２１．７ ▲３．９ １９８．６ ▲２．４ １２０．２ １６．５ ４４．１ １６．０ １３２．１ ▲１３．０ １７１ ▲４．０ １７２ ▲３１．１ ▲１０．５
９ １２１．２ ▲３．３ １７８．０ ▲５．２ １０８．８ １．４ ３９．６ ５．０ １２５．０ ▲１６．０ １６６ ▲１８．４ １７７ ▲３０．８ ２．７
１０ １１７．９ ▲６．６ １６７．５ ３．５ １０４．６ ０．４ ４７．０ １１．５ １３２．０ ▲１８．９ １９０ ▲１２．９ ２７５ ▲０．４ ▲１３．４
１１ ９４．３ ▲１３．１ １０３．４ ▲２３．４ ９６．０ ０．８ ４３．８ ▲１８．２ １２５．５ ▲１７．２ １６２ ▲４．４ １８６ ▲４１．１ ２．６
１２ ４８．６

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００８．１１ １０，２２６ ▲３．９ １，３８７ ▲２１．７ １，８５４ １３．０２９９，１８６ ５．８３５７，１９２ ３４．２ ０．５３ １５ ３６．４ ４０，７７０ ▲０．７ ２３，５６５ ▲２．６

１２ １２，９９５ ▲７．４ １，２１５ ▲２２．０ １，６５７ ３．４７３０，７０１ １９．２４０２，６８６ １４．７ ０．５２ １４ ２７．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００９．１ １１，２４１ ▲４．３ １，２３６ ▲２５．９ １，８５４ ０．４２９６，６５９ １０．７３０９，７７３ ５．５ ０．４８ １０ ▲１６．７ ４０，６３５ ０．４ ２３，９８５ ▲０．７

２ ８，６００ ▲７．８ １，４１４ ▲２８．３ １，９９４ ▲８．７３５２，３８９ １５．９２７０，６５６ ７．７ ０．４４ ６ ▲５７．１ ４１，０７４ １．３ ２４，１０９ ▲０．９
３ ９，４２３ ▲７．４ ２，２７７ ▲２３．５ ２，９１２ ▲６．０３４２，４２０ ２６．７３１８，２５２ ▲１．４ ０．４１ ６ ▲６６．７ ４０，８１５ １．２ ２４，１３７ ▲３．０
４ ９，４５５ ▲４．６ １，１３１ ▲１７．６ １，４８６ ▲１１．１ ３７２，７５１ １５．９３２８，２３７ １７．１ ０．４１ １４ ▲６．７ ４１，５２１ １．４ ２３，２５６ ▲３．９
５ ９，６３５ ▲４．８ １，３０８ ▲３．６ １，５２６ ▲１４．９ ３１６，７５９ １５．４２８４，５４１ ９．３ ０．４１ １２ ９．１ ４２，５０７ ２．６ ２３，７６５ ▲１．６
６ ９，２１６ ▲５．３ １，７５６ １３．４ １，７７８ ▲８．９５４５，８９４ ３．４２９２，１３９ １２．８ ０．４１ １２ ▲２９．４ ４２，２３１ ２．１ ２３，１７８ ▲２．６
７ １０，９８２ ▲７．６ １，９７９ ２．５ １，８７６ ▲１．６３７９，０８８ ２．４３０６，７２６ ７．３ ０．３９ ７ ▲５８．８ ４１，６５１ １．４ ２３，２５５ ▲２．７
８ ９，８２１ ▲５．６ １，４３２ ６．２ １，４９０ １．３３１０，６４４ ▲９．１２７３，０５０ ▲９．２ ０．３９ １１ ▲２６．７ ４１，６９７ １．０ ２３，２３９ ▲３．１
９ ８，４８０ ▲５．０ ２，３１５ １１．５ １，９５８ ▲４．７３０３，７３６ ▲８．２２５９，７０８ ▲６．６ ０．４０ ５ ▲６６．７ ４１，０２４ １．０ ２２，９６７ ▲３．０
１０ ９，０１２ ▲３．８ ２，００３ ４３．８ １，６６１ ▲５．７３６２，９３６ ９．１２６５，８１６ ▲０．６ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４１，３１５ ２．２ ２２，９２２ ▲２．５
１１ ９，４７１ ▲７．４ ２，２５１ ６２．３ １，５９２ ▲１４．１ ３６０，７０２ ２０．６３６０，６５２ １．０ ０．４１ １０ ▲３３．３ ４１，２８１ １．３ ２２，７７６ ▲３．３
１２ １２，５８８ ▲３．１ １，８１９ ４９．７ １，５９８ ▲３．６７１３，５６４ ▲２．３４３３，５０７ ７．７ ０．４０ １８ ２８．６ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

編 集 後 記 �

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

今月は、白玉粉製造の会社をお訪ねし、
経営に関するお話のほか、新しい和のデ
ザートの提案などについてお聞きしました。
あまり食べる機会がなかったのですが、い
ただくと大変おいしく、家の近く（福岡市
内）にも白玉団子スイーツのお店があるこ
となどを思い出し、昔からありながら新し
いトレンディな食材であることを実感しま
した。

地元食産品を東京、大阪、更には海外へ

販路拡大するには、まず地元で良い評判を

得ることが不可欠です。今回の長崎での商

談会にご出展いただいた皆様をはじめ、九

州には数多くの魅力的な食産品があります。

私たちも微力ですが、このお力添えができ

るよう、努力していきたいと考えています。

今回、初めての「トップに聞く」の取材

で「松浦水産」を訪問し、貴重なお話を伺

うことが出来ましたが、安全で安心かつ天

然物の魚に負けない美味しさを提供する為

に、日夜研究・開発されてこられたご苦労

と自信が感じ取れました。

「寒ぶり仕立て」今度食べてみたいと思い

ます。

島 浦 今 泉 横 尾

全国生コンクリート工業組合連合会によ
ると、２００８年度の日本の生コン生産量は約
１億�で、ピーク時の１９９０年度のほぼ半減
でした。今回取材で訪問した「柏木興産」
ではそのような逆風の中、塩害や酸に対し
て高い耐久性をもつハイブリッドコンク
リートを開発されたそうです。優れたモノ
を長く使うという「低炭素・ストック型社
会」の実現が、同社を始めとする「モノづ
くりの技術」に支えられていることに深く
感動しました。

「１日３００台」。これは、大連市の自動車

登録件数です。日増しに酷くなる渋滞を見

ながら、「５年後の大連市は、道路が車で

溢れ返り１ミリも動けなくなるに違いな

い。」と笑えない冗談を飛ばす大連人。交

通戦争の始まりを肌で感じる今日この頃。

大 庭 宮 城

ＦＦＧ調査月報２２号 ２０１０年２月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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